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【実践編１ 地震・津波】



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-1 

実践編の目的と利用方法 
◆実践編の目的 

 災害に強いまちづくりを進めるための具体施策の検討・実施にあたり、 

参考となる取組事例を掲載 

◆実践編の利用方法 

 災害に強いまちづくりの導入メニュー、災害事象、実施主体の規模を 

手掛かりに、必要な事例を検索して利用 

【解説】 

①実践編の目的  

「実践編」は、「計画編」を参考として策定した

災害に強いまちづくり計画に掲げた「まちの将来

像」の実現に資する具体施策を検討・実施する上

での参考資料として作成するものです。 

防災指針の具体施策を検討するときや、防災・

減災施策の効果的な進め方を検討するときに活用

していただくことを想定し、具体的な取組事例を

掲載しています。 

②実践編の利用方法  

実践編では「計画編 第１章」で示した「災害

に強いまちづくり施策体系(例)」の導入メニューに

従って取組事例を掲載しています。 

個々の取組事例はカルテ形式で整理しており、

災害事象、取組主体の人口や世帯数、都市計画指

定状況等の諸元を掲載しています。これらの情報

を手掛かりに、災害に強いまちづくりの所管課の

職員の方が、必要な事例を検索して利用していた

だくことを想定しています。 

  

  

＜取組事例カルテの構成＞ 

図 取組事例カルテの構成と掲載内容 

「災害に強い施策体系(例)」（※1.3 ページ参照）

の基本施策・導入メニューを掲載 

参考情報として取組に対応する

SDGs のアイコンを掲載 

取組事例のタイトル、実施主体を掲載 

視覚で理解できる情報を掲載 

実施主体の諸元を掲載 

取組概要を掲載 

取組のポイントを掲載 

活用した補助事業や制度を掲載 

各取組の対象災害を掲載 

 

来年の防災訓練は 

●●市の方法を取り

入れて・・・ 

（イラスト出典：いらすとや） 

令和 4 年度公表 
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 図 災害に強いまちづくり施策体系(例)導入メニュー 
●：掲載事例 
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実践編 1-3 

Ⅰ 安全で確実な避難の確保 
 

表 掲載事例 

基本施策 導入メニュー 掲載事例【】は実施主体 災害種別 ページ 

Ⅰ-1  

ハザードマッ

プ・津波避難

計画の整備 

① ハザードマップの 

作成 

吉田町津波ハザードマップの作成 

【静岡県吉田町】 
津波 

実践編 

１-5 

岐阜県液状化危険度分布図 

【岐阜県】 
地震 

実践編 

1-6 

② 避難計画等の策定 地域住民が主体的に取り組む津波

計画の策定【三重県尾鷲市】 
津波 

実践編 

1-7 

地区別の津波避難計画の策定 

【高知県高知市】 
津波 

実践編 

1-8 

Ⅰ-2  

安全な避難 

空間の確保 

 

① 避難場所の確保・ 

整備 

避難場所整備を含む「地区津波防

災まちづくり計画」の策定 

【静岡県牧之原市】 

津波 
実践編 

1-9 

② 避難困難地域の解消 津波避難施設（タワー型）の設置 

【静岡県吉田町】 
津波 

実践編 

1-10 

津波避難ビルの指定と津波避難ビ

ル整備への支援【静岡県沼津市】 
津波 

実践編 

1-11 

「いのち山」の整備 

【静岡県袋井市】 
津波 

実践編 

1-12 

コミュニティ防災センター・津波

避難施設（高台）整備 

【静岡県焼津市】 

津波 
実践編 

1-13 

③ 避難経路の確保 高台へ向けた避難階段の整備 

【静岡県沼津市】 
津波 

実践編 

1-14 

自主防災組織を中心とした避難路

整備【和歌山県串本町】 
津波 

実践編 

1-15 

防災道路（幅員６m の道路）の整

備【東京都江戸川区】 
地震 

実践編 

1-16 

 

  

令和 4 年度公表 
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基本施策 導入メニュー 掲載事例【】は実施主体 災害種別 ページ 

Ⅰ-3  

確実な避難 

行動の確保 

① 情報収集装置の整備 ― ―  

② 情報伝達方法の整備

（二重化・多様化） 

津波避難での防災行政無線の外国

語対応【大阪府貝塚市】 
津波 

実践編 

1-17 

③ 自主防災組織との 

連携 

災害時の避難意主眼を置いた地区

防止計画【東恋ヶ窪六丁目自治会

(東京都国分寺市)】 

地震 
実践編 

1-18 

津波避難行動を位置付けた地区防

災計画の策定【三重県松阪市】 
津波 

実践編 

1-19 

④ 災害時要支援者等の

支援 

津波災害リスクを有するエリアの

要配慮者利用施設への避難確保計

画の作成支援【静岡県富士市】 

津波 
実践編 

1-20 

観光客及び企業従事者（帰宅困難

者）対策の推進【愛知県田原市】 
津波 

実践編 

1-21 

⑤ 住宅・建築物・塀の

耐震化・家具の固定化 

官民の連携体制による耐震化の推

進【墨田区耐震化推進協議会（東

京都墨田区）】 

地震 

・津波 
実践編 

1-22 

⑥ 南海トラフ臨時情報

発表時の事前避難の検

討 

南海トラフ地震の多様な発生形態

に備えた防災対応検討静岡県版ガ

イドライン【静岡県】 

地震 
実践編 

1-23 

Ⅰ-4 

津波避難対策

で必要となる

施設対策 

① 避難誘導標識・ 

誘導等の整備 

夜間に備えた避難誘導サインの整

備【静岡県吉田市】 
津波 

実践編 

1-24 

② 最短でつなぐ避難 

経路の確保 

子どもたちを守るための避難経路

の整備【三重県尾鷲市】 
津波 

実践編 

1-25 
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―１ ハザードマップ・津波避難計画の整備 

導入メニュー Ⅰ―１―① ハザードマップの作成 

吉田町津波ハザードマップの作成 主体：静岡県吉田町 

  
（出典：吉田町津波ハザードマップ（地図面）（吉田町ＨＰ）https://www.town.yoshida.shizuoka.jp/2102.h

tml） 

諸 元 

人口 28,919 人 

世帯数 11,265 世帯 

行政区面積 20.73 ㎢ 

都市計画 非線引き都

市計画区域 

用途地域あ

り 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・津波防災対策の充実や、町民の津波防災意識を高めることを目的として、平成 23 年 11月に町

独自で作成したものです。平成 27 年 3 月に更新しています。 

・想定最大規模の津波を「１０００年に一度の大津波」と表現し、浸水深、浸水範囲、津波の到

達時間、津波浸水想定結果等を掲載しています。 

取組のポイント   

【学習面と地図面】津波に関する情報を整理した「学習面」と、ハザードマップが記載された

「地図面」で構成されています。 

【学識者による監修】学識者に監修いただき、専門的な見地からの確認をいただいた内容を掲載

しています。 

【災害教訓を掲載】学習面には東日本大震災の際に生死を分けた教訓を整理した事例や、地震発

生から津波の到達、津波警報が解除されるまでのタイムラインも記載されています。 

【マップ作成効果】津波ハザードマップの取組は、想定津波浸水域における住民の具体的な避難

対策を定める「吉田町津波避難計画」の策定（平成 24 年）につながっていきました。 

活用事業   

― 

・吉田町 HP 津波ハザードマップ http://www.town.yoshida.shizuoka.jp/2102.htm  

・「国土交通」No.136（国土交通省 2016.2-3） https://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_004506.html 

・道路行政セミナー （一般財団法人道路新産業開発機構 2014.1） 

https://www.hido.or.jp/14gyousei_backnumber/2013data/1401/1401tsunami_hinan_tower-yoshida_city.pdf   
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 地 震 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―１ ハザードマップ・津波避難計画の整備 

導入メニュー Ⅰ―１―① ハザードマップの作成 

岐阜県液状化危険度分布図 主体：岐阜県 

◆液状化危険度分布図  

 

（出典：岐阜県 HP 地震危険度マップ 液状化危険度分布図 https://gis-gifu.jp/gifu-jishin/f_portal.html） 

諸 元 

人口 1,978,742人 

世帯数 780,730世帯 

行政区面積 10,621㎢ 

都市計画 ― 

― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2

年国勢調査データを記載 

取組概要  

・岐阜県では日ごろから地域の災害リスクを認識し、災害発生時には迅速に避難できるよう、地

域別の災害危険度情報をホームページで公開しています。 

・地震の被害を確認するハザードマップは、震度、液状化、津波の被害ごとに作成しています。 

・液状化危険度分布図は、平成２５年２月に公表した「岐阜県南海トラフの巨大地震等被害想定

調査」及び平成３１年２月に公表した「内陸直下地震に係る震度分布解析・被害想定調査結果」

の液状化危険度を示したデータで作成されています。 

取組のポイント   

【防災施設と危険度分布の重ね合わせ表示が可能】ハザードマッ

プは「県域統合型 GIS ぎふ」で提供されており、庁舎や避難所等

の防災施設と液状化危険度分布を重ね合わせて表示させることが

できます（右図参照）。 

【住所や目標物から検索可能】郵便番号または住所を入力する

と、指定した場所の液状化危険度を見ることができます。また学

校や公共施設等目標物で検索することもできます。 

 

（出典：岐阜県 HP 地震危険度マップ 液状化危険度分布図 https://gis-gifu.jp/gifu-jishin/f_portal.html） 

活用事業   

（不明） 

・岐阜県 HP「岐阜県地震危険度マップ」 https://gis-gifu.jp/gifu-jishin/f_portal.html  

液状化危険度と避難場所、避難所の重ね合わせ 

 

https://gis-gifu.jp/gifu-jishin/f_portal.html
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保  

基本施策 Ⅰ―１ ハザードマップ・津波避難計画の整備 

導入メニュー Ⅰ―１―② 避難計画等の策定 

地域住民が主体的に取組む津波避難計画の策定 主体：三重県尾鷲市 

 

諸 元 

人口 16,252人 

世帯数 8,153世帯 

行政区面積 192.71㎢ 

都市計画 非線引き都

市計画区域 

用途地域指

定なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2

年国勢調査データを記載 

取組概要  

・尾鷲市は、超高齢化社会における防災対策や、迅速かつ円滑な避難体制の在り方について、住

民参画のもと津波避難計画の検討を進め、住民が主体となって自らの地域の避難体制構築を目的

とした津波避難計画の策定（住民主導型避難体制確立事業）を実施しています。 

取組のポイント   

【近隣で助け合っての避難体制の構築】尾鷲市古江地区では、高齢化が進み一人で避難すること

が難しい住民が増えていることから、一人での避難が困難な人と避難を支援できる人などを考慮

して、避難の単位である「防災隣組」を編成しています。 

【行政からの情報だけに頼らない避難行動の検討】土砂災害の危険のある古江地区では、局所的

な集中豪雨による土砂災害等、予測が困難で行政からの情報だけでは不十分な場合に備えて、災

害発生の予兆を発見したら地域住民で避難を判断し、自主的に避難するルールを定めています。 

活用事業   

（不明） 

・一般財団法人消防防災科学センター 平成 26 年度 『地域防災データ総覧「避難環境編」』 第２章 避難を促進するための情報伝達

システム(Owasegu:オワセグ)(三重県尾鷲市の事例) https://www.isad.or.jp/information_provision/information_provision/h26/ 
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―１ ハザードマップ・津波避難計画の整備 

導入メニュー Ⅰ―１―② 避難計画等の策定 

地区別の津波避難計画の策定 実施主体：高知県高知市 

 

津波避難計画の一部（十津小学校区） 
（出典：高知市 HP「十津小学校区津波避難計画」

https://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/144110.pdf） 

 

津波避難行動支援マップ（十津小学校区） 
（出典：高知市 HP「十津小学校区津波避難行動支援マップ」

https://www.city.kochi.kochi.jp/uploaded/attachment/64374.pdf） 

諸 元 

人口 326,545 人 

世帯数 154,171 世帯 

行政区面積 309.00 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

取組概要  

・高知市では、津波被害から命を守るために，市民一人ひとりが「津波から避難する」意識を高

め、お互いに助け合い、津波が到達するまでに安全な高台や津波避難ビルなどへ迅速に避難する

ことを目的とした、地区別の「津波避難計画」を地域の自主防災組織等と策定しています。 

取組のポイント  

【小学校区ごとの作成】各家庭の避難マップ作成に役立てられるよう、津波避難計画、津波避難

行動支援マップは、地震による津波の浸水想定区域にある小学校区別に作成しています。 

【地区住民等による検討会】計画策定にあたっては、地区住民による津波避難計画検討会を組織

してワークショップや現地調査を実施し、2 ヵ年をかけて津波避難計画と津波避難行動支援マップ

のとりまとめを行いました。 

活用事業  

（不明） 

・高知市公式 HP「地区別津波避難計画」https://www.city.kochi.kochi.jp/soshiki/12/tikubetutunamihinannkeikaku.html 
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―① 避難場所の確保・整備 

避難場所整備を含む「地区津波防災まちづく

り計画」の策定 
主体：静岡県牧之原市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：牧之原市 HP https://www.city.makinohara.shizuoka.jp/soshiki/4/2078.html） 

諸 元 

人口 43,502 人 

世帯数 15,904 世帯 

行政区面積 111.69 ㎢ 

都市計画 非線引き都
市計画区域 
用途地域指
定あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・最大級の津波が到来しても住民全員が助かるために、各地区における避難場所や避難路などの

施設整備や日ごろからの防災意識、対策をまとめたものです（平成 25 年３月策定）。 

・いつ発生するか分からない、大規模災害に対しては、住民一人一人が「自分の命は自分で守

る」を原則として考え、行動することが重要だと捉えています。 

取組のポイント   

【住民ワークショップで作成】市内沿岸部 5 地区の地域住民が県や市、関係機関とともにワーク

ショップ形式で意見交換を行い、地区の実情や課題に沿った内容として作り上げました。 

【先導プロジェクトを掲載】各地区のまちづくり全体のテーマと、ハード・ソフトの 5 項目（避

難場所の確保、避難路の整備、サインや情報提供、日頃の意識や避難訓練、災害弱者対策）に

基づく個別テーマを定め、テーマごとに設定された「主要事業」の中から、特に緊急性が高

く、波及効果が大きいなどの理由で、優先的に進めたいという意見が多かった事業を「先導プ

ロジェクト」に位置付けました。 

【推進体制の整備】計画策定後の事業化に向けて、「プロジェクトチーム」、「牧之原市津波防災

事業化策定委員会」、「地区津波防災まちづくり推進委員会」の３つの組織を立ち上げ、相互に

支援や連携を図りながら取り組んでいます。 

活用事業   

― 

 

 



 

実践編 1-10 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―② 避難困難地域の解消 

津波避難施設（タワー型）の設置 主体：静岡県吉田町 

  

(出典：吉田町 HP津波避難タワー位置図 http://www.town.yoshida.shizuoka.jp/secure/2300/download.pdf) 

諸 元 

人口 28,919 人 

世帯数 11,265 世帯 

行政区面積 20.73 ㎢ 

都市計画 非線引き都

市計画区域 

用途地域指

定あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・吉田町は、津波避難シミュレーションを行って避難対象地域や避難困難地区を把握し、避難困

難者の避難場所として避難施設（タワー型）の整備を行いました。 

・津波最終到達ラインから 500m 以内の健常者、250m 以内の災害時要援護者（避難行動要支援

者）は避難可能とし、それ以外は避難困難地区と設定して、避難困難地区の自治会ごと避難場所

を配置し、既存施設の利用ができない 15 エリアに津波避難タワーを平成 24 年度～25 年度の 2

年間で設置しました。 

取組のポイント   

【道路空間を活用した津波避難施設の整備】用地取得の時間や工期短縮、経費の軽減を図るた

め、道路空間を活用した横断歩道橋と避難施設との兼用工作物として整備しています。 

【検討委員会による設計基準の検討】タワーの強度や津波の波力等、町だけの技術力だけでは設

計が困難なため、構造的な問題の解決に向けて町職員に加え、学識経験者、国土交通省、静岡県

等の委員で構成する検討委員会を設置して検討を行い、その成果を「道路上に設置する津波避難

タワーの標準仕様設計基準」をとりまとめました。 

活用事業   

国庫支出金と市債 

・全国市町村会 HP 静岡県吉田町／道路空間を活用した津波避難タワーの建設 https://www.zck.or.jp/site/forum/1291.html  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-11 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―② 避難困難地域の解消 

津波避難ビルの指定と津波避ビル整備への支援 主体：静岡県沼津市 

 
(出典：沼津市 HP「地震・津波対策マニュアル（平成 27年４月改訂）」 

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/jishintunami/index.htm) 

諸 元 

人口 189,386 人 

世帯数 83,438 世帯 

行政区面積 186.96 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・沼津市の津波避難困難地区では、避難マウントの整備や津波避難ビルの指定を行っています。 

・地震による津波の被害から市民の生命を守るため、津波避難ビル整備事業を行う者に対し予算

の範囲内で、補助金を交付しています。 

取組のポイント   

【地区の避難計画に基づく津波避難ビルの指定】各地区で地震・津波避難計画が作成されてお

り、計画に基づいて津波避難ビルを指定しています。 

【地域における津波避難ビル整備を支援】津波避難訓練対象区域（沼津市でこれまで最も大きな

被害を受けた安政東海地震（1854年）の津波浸水域を含む単位自治会の区域）内において、津

波避難ビルとして指定を受けているものや津波避難ビルの指定を条件とする建築物（新築を含

む）を対象に、整備費用の 2/3 を補助します（上限は 600 万円）。対象施設における外付け階

段、手すり、避難誘導表示板や停電時に対応できる照明灯などの設備の整備が対象です。 

活用事業   

（不明） 

・沼津市 HP「地震・津波対策マニュアル（平成 27 年 4 月改訂）」 

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/jishintunami/index.htm 

・沼津市 HP「平成 30 年度沼津市津波対策計画」 

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/tsunamitaisaku/doc/01.pdf 

 

  



 

実践編 1-12 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―② 避難困難地域の解消 

「いのち山」の整備 主体：静岡県袋井市 

  
【湊東地区命山】「湊命山」         【中新田地区命山】「きぼうの丘」 

  
【湊西地区命山】「江川の丘」       【東同笠・大野地区命山】「寄木の丘」 

（出典：袋井市 HP「平成の命山」

https://www.city.fukuroi.shizuoka.jp/soshiki/3/2/bosai/1466817404364.html） 

諸 元 

人口 87,864 人 

世帯数 34,072 世帯 

行政区面積 108.33 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・延宝 8 年（1680 年）の高潮災害で大きな被害を被った村人が築いた築山を、市民は「命塚」

「助け山」「命山」と呼んでいます。東日本大震災以降、津波から市民の生命を守るため、先人

の知恵を生かした「平成の命山」の建設を要望する声が地元住民から上がりました。 

・袋井市では、平成 24 年度から平成 28 年度にかけて、先人の知恵に学びつつ、現代工法による

海抜 10ⅿの津波一時避難場所「平成の命山」４か所を整備しました。 

取組のポイント   

【日頃から親しめる憩いの場として市民に活用】命山を公園のように整備することで、平常時か

ら市民に親しまれ、いざというときの避難場所という意識が高まることを期待しています。ま

た、子供たちの防災学習にも活用されています。 

【安全安心が長持ち】避難タワー等の施設は老朽化によって建替えが必要となりますが、命山

は、維持管理は必要ですが建替えは発生しないため、安全安心が長持ちします。 

表 整備した命山の諸元 

名称 完成年月 敷地面積(㎡) 収容スペース(㎡) 収容人数(人) 

湊命山 平成 25年 12 月 6,433 1,300 1,300 

きぼうの丘 平成 28年 3月 8,716 400 400 

江川の丘 平成 29年 2月 5,968 300 300 

寄木の丘 平成 29年 3月 7,859 300 300 
 

活用事業   

（不明） 

・袋井市 HP「平成の命山」 https://www.city.fukuroi.shizuoka.jp/soshiki/3/2/bosai/1466817404364.html 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―② 避難困難地域の解消 

コミュニティ防災センター・津波避難施設(高

台)整備 

主体：静岡県焼津市 

 

 

 

 

 

小川第１３コミュニティ防災センター  津波避難施設(高台)「こすぎ山」 
(こすぎ山出典：焼津市 HP「津波避難施設（高台）一覧」 https://www.city.yaizu.lg.jp/bousai/earthquake/h

inan/takadai.html) 

諸 元 

人口 136,845 人 

世帯数 53,243 世帯 

行政区面積 70.31 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・焼津市では、津波危険区域等における防災体制の充実を図るとともに、地域住民のコミュニテ

ィ活動の増進に資することを目的として、市内に 16 ヶ所のコミュニティ防災センターを設置し

ています。 

・コミュニティ防災センターは、平常時は自主防災組織活動の中心として、防災訓練及び防止知

識の普及の場として、災害時には津波避難ビル及び災害応急活動の拠点としての機能を持ってい

ます。 

・また津波避難施設として高台広場も整備しています。 

取組のポイント   

【避難者の収容を想定した整備】 

・コミュニティ防災センターは、避難者収容室や食料備蓄庫を備えています。 

【夜間の避難を想定した整備】 

・津波避難施設の高台広場は、夜間時における避難活動を円滑化するため、階段及び避難ステー

ジ上にソーラーシステム蓄電式のＬＥＤ照明を設置するとともに、階段に蓄光材を設置していま

す。 

活用事業   

コミュニティ防災センター（小川第 13 コミュニティ防災センターの場合）国費、県費、市費、地

元からの寄付 

津波避難施設(高台) 国費、県費、市町村振興協会費、市費 

・焼津市 HP「焼津市コミュニティ防災センター条例」  

https://en3-jg.d1-law.com/yaizu/d1w_reiki/H420901010121/H420901010121.html 

・焼津市 HP「津波避難施設（高台）一覧」  

https://www.city.yaizu.lg.jp/bousai/earthquake/hinan/takadai.html 



 

実践編 1-14 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

   

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―③ 避難経路の確保 

高台へ向けた避難階段の整備 主体：静岡県沼津市 

 

（出典：沼津市地震・津波対策マニュアル（平成 27 年４月改訂）） 

諸 元 

人口 189,386 人 

世帯数 83,438 世帯 

行政区面積 186.96 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 

用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2 年国勢調

査データを記載 

取組概要  

・沼津市では、静岡県第４次地震被害想定を基づいた「沼津市地震・津波対策アクションプラ

ン」に基づく「津波避難路」の整備の一貫として、自主防災会等が実施する津波避難階段の整備

に補助を行っています。 

取組のポイント   

【自主防災会等を対象】補助対象は、市が指定した避難路(指定津波避難路)で市有地であるもの

で、当該土地所有者から津波避難路整備事業を実施することについて承諾を得た自主防災会等

（自主防災会及び連合自治会自主防災会）です。 

【地域における避難路整備を支援】指定避難路については、整備費用の全額を補助します。ただ

し、路面舗装、階段、手すり等の設置に要する費用は、限度額を 80 万円とし、太陽光照明等の

夜間停電時に対応できる照明設備の設置に要する費用は、限度額を 70 万円とします。指定避難

路以外は、整備に要する費用のうち、原材料費の半額を補助し、限度額を 50 万円とします。 

活用事業   

― 
・津波避難路・津波避難ビルを整備するための補助金のお知らせ 沼津
https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/tunamihojyo/index.htm 
・沼津市地震・津波対策アクションプランの改定について 沼津市 
https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/actplan/index.htm 
・地震・津波対策マニュアル 沼津市 
https://www.city.numazu.shizuoka.jp/kurashi/anshin/bousai/jishintunami/index.htm 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 
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 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―③ 避難経路の確保 

自主防災組織を中心とした避難路整備 
実施主体：和歌山県串本

町 

 

（出典：きのくに自主防災 https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/011400/jisyubou_kaihoushi_d/fil/kaihou

14.pdf） 

諸 元 

人口 14,959 人 

世帯数 7,398 世帯 

行政区面積 135.67 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

取組概要 

・和歌山県串本町では、南海トラフ巨大地震が発生すれば 5 分～10分で津波が来襲するとされて

います。そのような地域特性がある中で、自主防災組織が中心となって串本町の補助金を活用

し、避難路を手作業で整備しています。避難路は、傾斜地にブロックを埋め込んで階段を作り、

手すりや海抜表示版なども設置しています。 

取組のポイント 

【行政と自主防災組織との連携】地域の実態に即した自主防災組織の活動を支援することで、行

政と自主防災組織が連携した防災対策を推進することができます。 

【地域住民の主体的な避難行動を促進】町は串本町自主防災活動支援事業補助金交付要綱に則

り、補助金を交付して整備を促進しています。地域住民自らが避難路を整備することで、いざとい

う時に主体的な避難行動を促進することが期待されます。 

活用事業 

（不明） 

・きのくに自主防災 https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/011400/jisyubou_kaihoushi_d/fil/kaihou14.pdf 

 

 

 

 

https://www.chintai.or.jp/kyotei/


 

実践編 1-16 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―２ 安全な避難空間の確保 

導入メニュー Ⅰ―２―③ 避難経路の確保 

防災道路（幅員６ｍの道路）の整備 実施主体：東京都江戸川区 

  

道路拡幅による防災道路の確保の例 

（東京都江戸川区江戸川一丁目地区） 
（出典：江戸川区 HP「事業完了地区 №５ 江戸川一丁目地区 密集住宅市街地整備促進事業」

https://www.city.edogawa.tokyo.jp/documents/926/edoiti2.pdf） 

諸 元 

人口 697,932 人 

世帯数 333,200 世帯 

行政区面積 49.90 ㎢ 

都市計画 線引き都市

計画区域 

用途地域指

定あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要 

・江戸川一丁目地区は昭和初期に耕地整理が行われ、概ね現在の街区が形成された後、主に昭和

40 年代に急速にミニ開発が行われ結果、狭小な住宅が密集し、4ｍ未満の細街路率が高く、公園

などの空地が不足しているなど、住環境や防災面で課題を抱えていました。 

・江戸川区は幅員約 2.7ｍの道路を、震災時も通行可能とされる幅員 6m に拡幅整備しました。 

取組のポイント 

【防災上重要な道路の選定】災害時の避難路として機能するよう、地区内外の幅員 6m 以上の道

路とネットワークを形成するように防災道路を計画し、拡幅する道路を選定しています。 

【建替えの機会を捉えた拡幅整備】拡幅する道路を地区計画に地区施設の「防災道路」として位

置づけることにより、住民に防災上重要な道路であることを周知するとともに、沿道建物の建替

えの時期を捉えて拡幅が進みます。 

活用事業 

社会資本整備総合交付金（住宅市街地総合整備事業）、地区計画 
・江戸川区 HP「事業完了地区 №５ 江戸川一丁目地区 密集住宅市街地整備促進事業」

https://www.city.edogawa.tokyo.jp/documents/926/edoiti2.pdf 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-17 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―② 情報伝達方法の整備（二重化・多重化） 

津波避難での防災行政無線の外国語対応 実施主体：大阪府貝塚市 

  

（出典：消防防災博物館 HP【避難誘導支援】防災行政無線の外国語対応（中・韓・英）（消防防災博物館 外

国人を対象とした防災対策に関する実務資料集編）https://www.bousaihaku.com/wp/wp-content/uploads/201

9/09/H29_dai3bu11.pdf） 

諸 元 

人口 84,443 人 

世帯数 33,284 世帯 

行政区面積 43.93 ㎢ 

都市計画 線引き都市

計画区域 

用途地域指

定あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要 

・貝塚市では、大阪府への外国人訪問客数の増加や、市南部に隣接する泉佐野市に関西国際空港

が立地することから、外国人の訪問者・滞在者数が年々増加することを見込まれています。 

・南海トラフ地震の被害想定では、最大震度６弱と最大津波推移 TP3.7m が想定されており、土

地勘の無い外国人訪問者を含む来訪者を迅速に避難させることが必要となります。 

・そのため、平成 29 年に実施したデジタル防災行政無線整備事業において、多言語対応の対応

を進め、津波注意報等の発表時には防災行政無線で中国語・韓国語・英語で知らせることがで

きるようにしました。 

取組のポイント 

【来阪外国人旅行者の国籍から言語を選択】言語の選択は、来阪外国人旅行者が主要５か国・地

域で 80％を占めることから中国語、韓国語、英語を選択しました。 

活用事業 

― 

・消防防災博物館 HP「外国人を対象とした防災対策に関する実務資料集編」https://www.bousaihaku.com/reportcollection/14460/ 

  



 

実践編 1-18 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―③ 自主防災組織との連携 

災害時の避難に主眼を置いた地区防災計画 
実施主体：東恋ヶ窪六丁目

自治会(東京都国分寺) 

  

東恋ヶ窪六丁目自治会 地区防災計画（抜粋） 
（出典：内閣府 HP「地区防災計画ライブラリ」東恋ヶ窪六丁目自治会地区防災計画

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/chikubo/chikubo/pdf/06_032_01.pdf 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/chikubo/chikubo/pdf/06_032_02.pdf） 

諸 元 

人口 129,242 人 

世帯数 63,962 世帯 

行政区面積 11.46 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※諸元は国分寺市のデータを記載 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

取組概要 

・東恋ヶ窪六丁目自治会（東京都国分寺市）では、地区防災計画をマップ形式でとりまとめていま

す。 

・災害時の避難先を示したマップ、災害時の避難手順を示すなど、地震時の避難に重点を置いた計

画となっています。 

取組のポイント 

【災害時の避難先をマップに掲載】自治会区域を４つのエリアに分け、それぞれのエリアの避難

先を示す防災マップを掲載しています。災害発生時にどこに避難すればよいかが一目でわかりま

す。公園等の公共施設がないエリアでは、個人が所有する農地を一時避難場所としています。 

【1 枚にまとまった地区防災計画】東恋ヶ窪六丁目自治会の地区防災計画は、マップ面と計画面

の裏表の仕様となっています。計画面での災害時の行動として避難手順を示しており、地区住民誰

もがわかりやすく、行動に移せるよう地区防災計画を 1 枚にまとめました。 

活用事業 

― 

・内閣府 HP「地区防災計画ライブラリ」https://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/chikubo/chikubo/index.html 

・国分寺市 HP「地区防災計画について」https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/kurashi/bousai/machizukuri/1028271/1016816.html 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-19 

 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―③ 自主防災組織との連携 

津波避難行動を位置付けた地区防災計画の策定 実施主体：三重県松阪市 

 

 
（出典：松坂市 HP「鵲地区防災計画（鵲まちづくり協議会）」平成 31年 2 月

https://www.city.matsusaka.mie.jp/uploaded/attachment/33920.pdf） 

諸 元 

人口 159,145 人 

世帯数 65,481 世帯 

行政区面積 623.58 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

取組概要  

・松阪市では、地域防災計画の行動計画編に、各地区の地区防災計画を位置付けています。 

・津波避難困難区域を区域の一部に抱える鵲地区では、『地区津波避難計画』の作成を目的とし

て、平成 30 年度に様々なワークショップなどを実施し、地区防災計画を策定しました。 

取組のポイント  

【地区防災のスローガン】鵲地区地区防災計画では、「全員参加で被害者『０』みんなで作ろう強

い鵲」のスローガンを合言葉に、様々なワークショップを実施し計画を作成しました。 

【ワークショップを通じた全員避難の検討】ワークショップでは自助の重要性等を再確認し、避

難経路を考え、課題抽出などを 行い、地区内の住民が全員無事に避難できるよう検討しました。 

活用事業  

― 

・松阪市 HP「地区防災計画」https://www.city.matsusaka.mie.jp/site/bousai/chikukeikaku.html 

・松阪市 HP「鶴地区防災計画」https://www.city.matsusaka.mie.jp/uploaded/attachment/33920.pdf 

  



 

実践編 1-20 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―④ 災害時要支援者等の支援 

津波災害リスクを有するエリアの要配慮者利用

施設への避難確保計画の作成支援 

実施主体：静岡県富士市 

  

津波に関する避難確保計画（抜粋）（左：本編、右：様式編） 
（出典：富士市 HP「要配慮者利用施設における避難確保計画の作成支援について（津波）」

https://www.city.fuji.shizuoka.jp/safety/c0102/rn2ola0000031lbx.html 

諸 元 

人口 245,392 人 

世帯数 97,333 世帯 

行政区面積 244.95 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

取組概要 

・平成 23 年 12 月に「津波防災地域づくりに関する法律」が成立・施行され、都道府県知事が津波

災害（特別）警戒区域を指定した場合、区域内の要配慮者利用施設において、避難確保計画の作

成及び避難訓練の実施が義務化されています。 

・富士市では、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づく区域の指定はされていませんが、津

波からの円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的に、津波避難対象区域（浸水想定区域＋バ

ッファゾーン）内の社会福祉施設等に「避難促進施設における避難確保計画の作成」の要請を行

っています。 

・要請に伴い富士市では、計画本編や様式作成のためのひな形を作成し、要配慮者利用施設が津波

からの避難対策を検討するための支援を行っています。 

取組のポイント 

【計画作成と合わせた理解向上】南海トラフ地震臨時情報や津波避難の考え方等、計画作成の際

に参考となる情報を一体的に掲載することで、津波からの避難確保に係る理解向上が期待されま

す。 

【作成者の負担軽減】フローや図表への入力を基本とすることで、計画作成の負担軽減が期待さ

れます。 

活用事業 

不明 

 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-21 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―④ 災害時要支援者等の支援 

観光客及び企業従事者（帰宅困難者）対策の

推進 
主体：愛知県田原市 

 

(設置位置は平成 29 年現在) 出典：広報たはら平成 29 年５月号 

諸 元 

人口 59,360 人 

世帯数 21,300 世帯 

行政区面積 191.12 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

取組概要  

・大地震による津波被害が想定されている田原市では、海辺にいるときに地震が発生した場合、

すぐに安全な場所に逃げられるように津波避難看板や津波セーフティライン（想定されている

津波 浸水区域より高い位置にある海岸への道路に表示し、避難の際の目安となる標示）など

を整備しています。 

取組のポイント   

【来街者を対象とした標示】サーファーや釣り客などに津波避難を誘導するため、想定されてい

る津波浸水区域より海抜で 1.5ｍ高い位置に、津波注意の図記号と「津波セーフティライン」

と記した路面標示を設けています。 

【複数の誘導手段を整備】本取組は観光客が訪れる地域やサーフポイント、避難困難地域におけ

る、避難路･避難経路や避難誘導灯の整備、海抜標示板の設置、わかりやすい避難案内看板等

の整備を行う「道標プロジェクト」として実施しています。 

活用事業   

― 

・広報たはら平成 29 年５月号 ７ｐ https://www.city.tahara.aichi.jp/seisaku/kohou/1000084/1004682/1004929.html 

・防災・減災お役立ちガイドブック２０２０

https://www.city.tahara.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/000/664/oyakudachi2020.pdf 

・田原市国土強靭化地域計画( R5.3 一部改訂) 

https://www.city.tahara.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/059/plan_2023-3.pdf 

・第２次田原市国土強靱化アクションプラン（R5.3 一部改訂）  
https://www.city.tahara.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/059/ap2_2023-3.pdf 

  



 

実践編 1-22 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー Ⅰ―３―⑤ 住宅・建築物・塀の耐震化・家具の固定化 

官民の連携体制による耐震化の推進 

実施主体： 墨田区耐震化

推進協議会（東京都墨田

区） 

 
墨田区耐震化推進協議会テーマ曲の映像 

 
毎年度開催しているセミナーのチラシ 

(出典：墨田区耐震化推進協議会 https://sumidakutaishin.jp/) 

諸 元 

人口 272,085 人 

世帯数 145,768 世帯 

行政区面積 13.77 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※諸元は墨田区のデータを記載 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

取組概要 

・墨田区では、平成 18 年 1 月より木造住宅の耐震改修工事費用の助成を実施しています。この機

会を捉えて、墨田区まちづくり公社、区内の町会・自治会、建築士、工事施工者等が協議会を結

成し、区の一連の建築物耐震化事業が円滑に運用されるよう、区と連携し耐震化の推進活動を行

っています。 

取組のポイント 

【町内会等の参画】協議会には行政や専門家に加え、町内会・自治会等地域団体も参画してお

り、住宅の耐震化を身近なこととして捉えられるよう、テーマ曲の作成、区内の町内会で開催する

防災イベントへの出展、セミナーの開催の取組を行っています。 

【無料相談会の開催】ホームページや電話、区役所窓口を通じていつでも申込ができる無料耐震

化相談を実施しています。 

活用事業 

― 

・墨田区耐震化推進協議会 https://sumidakutaishin.jp/  

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-23 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

  

基本施策 Ⅰ―３ 確実な避難行動の確保 

導入メニュー １―３―⑥ 南海トラフ臨時情報発表時の事前避難の検討 

南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災

対応検討静岡県版ガイドライン 
主体：静岡県 

 

（出典：静岡県 HP「南海トラフ地震の多様な活性形態に備えた防災対応検討静岡県版ガイドライン 概要版」 

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/035/406/gaidoraingaiyou.pdf） 

諸 元 

人口 3,633,202 人 

世帯数 1,483,472 世帯 

行政区面積 7,777.35 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要  

・静岡県では「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討静岡県版ガイドライン」
（以下、「県版ガイドライン」）を作成（令和２年２月）しました。 

・南海トラフ地震臨時情報が発表された場合に事前避難などの住民等がとるべき防災対応を市町が
具体的に検討するための指針とし、内閣府ガイドラインを参考に、静岡県の多様な地域特性やこ
れまで実施してきた地震・津波対策への取組、住民や関係者の意見を踏まえた内容となっていま
す。 

取組のポイント   

【住民との合意形成の進め方の例を掲載】地形特性や防
災対策、地元産業との結びつきなどの特徴を総合的に勘
案して３つのモデル地域（湖西市、伊豆市、河津町）を
選定し、住民の意見を十分に聴けるようワークショップ
形式により防災対応の検討を行いました。各モデル地域
での検討では、有識者の助言を受けながら進めるととも
に、『津波浸水動画）』や『臨時情報発表後のイメージイ
ラスト(右図)』を用いることにより、地域の災害リスク
や臨時情報を住民に正しく認識・理解してもらえるよう
工夫しました。 

 

（出典：静岡県 HP「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応 静岡県版ガイドライン」 

https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/035/406/gaidoraingaiyou.pdf) 

活用事業   

（不明） 

・静岡県 HP「南海トラフ地震臨時情報について」

https://www.pref.shizuoka.jp/bosaikinkyu/sonae/earthquake/nankaitorafu/1035406.html 

臨時情報発表後のイメージイラスト例 

 



 

実践編 1-24 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―４ 津波避難対策で必要となる施設対策 

導入メニュー Ⅰ―４―① 避難誘導標識・誘導等の整備 

夜間に備えた避難誘導サインの整備 実施主体：静岡県吉田町 

 
（出典：内閣府 HP「津波避難ビル等に係る事例集」平成 29年 7 月

http://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/hinan/pdf/jireishuu.pdf） 

諸 元 

人口 28,919 人 

世帯数 11,265 世帯 

行政区面積 20.73 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・吉田町では津波避難タワーを整備した際、階段部分に夜間蓄光の誘導サインを整備しました。 

取組のポイント  

【夜間の発災への対応】津波は夜間に発生することも考えられます。足元に避難する方向が示さ

れていることで迅速な避難が可能となります。 

活用事業  

（不明） 

・内閣府 HP「津波避難ビル等に係る事例集」平成 29 年 7 月 http://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/hinan/pdf/jireishuu.pdf 

 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-25 

 津 波 

基本事項 Ⅰ 安全で確実な避難の確保 

 

基本施策 Ⅰ―４ 津波避難対策で必要となる施設対策 

導入メニュー Ⅰ―４―② 最短でつなぐ避難経路の確保 

子どもたちを守るための避難路の整備 実施主体：三重県尾鷲市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出典：尾鷲小学校改築及び改修事業

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2016/07/04/1373855_2.

pdf) 

（出典：三重県 防災教育の取組 尾鷲市立尾鷲小学校 https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/p0008200020_

00002.htm） 

諸 元 

人口 16,765 人 

世帯数 9,124 世帯 

行政区面積 192.71 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・浸水想定区域内に立地している尾鷲小学校の子どもたちが避難場所である裏山に直接避難できる

ように、尾鷲市は平成 27 年 6 月に避難路を設置しました。 

・設置した避難路は地域住民から「いのちの架け橋」と呼ばれており、避難訓練の際に使用してい

ます。 

取組のポイント 

【避難路の設置】尾鷲小学校が浸水想定区域内に立地していたことから、尾鷲市は短時間で避難

場所へアクセスできる避難路を尾鷲小学校に設置しました。 

【避難場所へのスムーズな移動】避難訓練時、子どもたちが一斉に橋を渡ろうとして混乱が発生

したため、スムーズに渡ることが出来ませんでした。２度目の避難訓練時には、避難路と学校周辺

の避難経路を使用したため、子どもたちは混乱せず、より早く安全な避難が可能となりました。 

活用事業 

国庫補助事業（安全・安心な学校づくり交付金）（平成 22 年度時点） 

・尾鷲小学校改築及び改修事業三重県尾鷲市教育委員会  

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2016/07/04/1373855_2.pdf 

・三重県 防災教育の取組 尾鷲市立尾鷲小学校 https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/p0008200020_00002.htm 

  

小学校から避難する小学生 

避難場所に移動 

避難場所の裏山に続く避難路 

「いのちの架け橋」（三重県尾鷲市） 



 

実践編 1-26 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 

Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 
 

表 掲載事例 

基本施策 導入メニュー 掲載事例 災害種別 ページ 

Ⅱ-1 

地震対策を必要 

とする施設対策 

① 建物の耐震化の促進 官民の連携体制による

耐震化の推進【墨田区

耐震化推進協議会（東

京都墨田区）】 

※Ⅰ-3-⑤ 

地震 

・津波 
実践編 

1-22 

② 空き家対策 自治会による空き家等

の見守り活動 

【山形県酒田市】 

地震 
実践編 

1-28 

③ ライフラインの耐震

化の促進 

電線類の地中化 

【愛知県東海市】 
地震 

実践編 

1-29 

④ 盛土造成地及び 

埋立地の液状化対策 

宅地耐震化進出事業 

【兵庫県西宮市】 
地震 

実践編 

1-30 

⑤ ため池の耐震化 ― ―  

 ⑥ 地域防災拠点等の 

整備 

防災公園（地域防災拠

点、避難所・場所とな

る都市公園）の整備

【愛知県名古屋市】 

地震 
実践編 

1-31 

地域住民が自由に使え

る「むかしの井戸」

【東京都国分寺市】 

地震 
実践編 

1-32 

Ⅱ-2 

津波対策を必要 

とする施設対策 

① 避難所になる重要 

公共施設の再配置 
役場庁舎等の高台移転

【高知県中土佐町】 
津波 

実践編 

1-33 ② 災害弱者施設(保育

園、高齢者施設等)の 

再配置 

③ 建物のＲＣ化に 

よる耐浪化の促進 

― 
―  

④ 宅地地盤の嵩上げ 名古屋市臨海部防災区

域建築条例 

【愛知県名古屋市】 

津波 
実践編 

1-34 

⑤ 津波浸水対策 信濃平野たてよこ進

入・排水作戦 

【国土交通省中部地方

整備局】 

津波 
実践編 

1-36 

⑥ 堤防等の補強・機能

強化 

既存の防災林等の嵩上

げ・補強等による「静

岡モデル」の整備 

【静岡県・対象市町】 

津波 
実践編 

1-37 

⑦ 漂流物対策 湾港の漂流物対策 

【高知県須崎市】 
津波 

実践編 

1-38 ⑧ 海岸林対策 

 

令和 4 年度公表 

令和８年度公表 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-27 

 

基本施策 導入メニュー 掲載事例 災害種別 ページ 

Ⅱ-2 

津波対策を必要 

とする施設対策 

⑨ 津波防災地域づくり

法に基づく推進計画の

活用 

観光防災まちづくり推

進計画による津波対策 

【静岡県伊豆市】 

津波 
実践編 

1-39 

Ⅱ-3 

火災に強いまちの

形成 

① 密集市街地の解消 学区ごとの延焼危険度

に基づいた防災対策 

【愛知県岡崎市】 

地震 
実践編 

1-40 

空き地を活用した公園

整備【愛知県一宮市】 
地震 

実践編 

1-41 

② 火災延焼防止帯の 

確保 
糸魚川市駅北復興まち

づくり計画 

【新潟県糸魚川市】 

 

地震 
実践編 

1-42 

③ 火災避難場所・経路

の確保 

④ 住宅・建物等の 

不燃化・難燃化 

⑤ 消防水利の確保 

Ⅱ-4 

災害リスクに対応

した土地利用計画 

① 地域防災計画・都市

計画マスタープラン等

との連携 

都市計画マスタープラ

ンと立地適正化計画と

の連携 

【岩手県二戸市】 

津波 
実践編 

1-44 

② 災害ハザードエリア

内の土地利用の規制・

誘導 

名古屋市臨海部防災区

域建築条例 

【愛知県名古屋市】 

※Ⅱ-2-④ 

津波 
実践編 

1-34 

災害危険区域の指定 

【宮城県石巻市】 
津波 

実践編 

1-45 

立地適正化計画におけ

る柔軟な区域指定 

【神奈川県藤沢市】 

津波 
実践編 

1-46 

土砂災害特別警戒区域

にある既存不適格の住

宅の移転促進 

【熊本県熊本市】 

地震 
実践編 

1-47 

Ⅱ-5 

地域の孤立対策 

① ヘリポートの整備 

岐阜県孤立集落対策指

針【岐阜県】 
地震 

実践編 

1-48 

② 食料、生活必要物資

の備蓄(備蓄倉庫) 

③ 確実な情報収集・ 

提供手段の整備 

④ 避難路・緊急輸送 

道路の確保 

  



 

実践編 1-28 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―１ 地震対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―１―② 空き家対策 

自治会による空き家等の見守り活動 主体：山形県酒田市 

 
（出典：国土交通省 HP「地方公共団体の空き家対策の取組事例１ 平成 28 年度調査」 

https://www.mlit.go.jp/common/001218439.pdf） 

諸 元 

人口 100,273 人 

世帯数 39,402 世帯 

行政区面積 602.97 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 
用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・酒田市では、自治会による最低月 1 回の空き家の見守りや新たな空き家情報の市への報告など

の活動に対し、運営交付金を支給しています。 

・平成 28 年度時点で 123 自治会が活動に取り組んでいます。 

取組のポイント   

【近隣住民と空き家所有者との良好な関係づくり】自治会（近隣住民）と空き家等所有者の良好

な関係（相互連絡）を築くことにより、管理不全な空き家等の発生を抑制することを目的とし

て、見回り活動への支援を行っています。自治会は空き家の見回り（最低月 1 回及び災害等の緊

急時）を実施するとともに、空き家情報等（新たに発見、解体等）を市へ報告します。 

活用事業   

（不明） 

・国土交通省 HP「地方公共団体の空き家対策の取組事例１ 平成 28 年度調査」https://www.mlit.go.jp/common/001218439.pdf  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-29 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―１ 地震対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―１―③ ライフラインの耐震化の促進 

 電線類の地中化 実施主体：愛知県東海市 

  

都市計画道路の無電柱化（大田地区） 

 
狭い道路における無電柱化（横須賀地区） 

（出典：東海市 HP「東海市無電柱化推進計画」令和 2年 

https://www.city.tokai.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/615/honpen.pdf） 

諸 元 

人口 113,787 人 

世帯数 49,077 世帯 

行政区面積 43.43 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・東海市では、令和元年度に「東海市無電柱化推進計画」を策定し、（１）防災、（２）安全で円

滑な交通確保、（３）景観形成、の３つを目的とし、令和２年度から令和１１年度を計画期間と

する、市内の道路の無電柱化を推進しています。 

・緊急輸送路や防災拠点を連絡する道路や駅周辺等、街並み景観形成を進める地域等、無電柱化

を推進する箇所を「無電柱化推進計画」に定めています。 

取組のポイント  

【狭い道路に適した電線類の地中化方式等の共同研究】既存の約 3～7m の狭い道路の無電柱化に

は、既設埋設物件の大規模な支障移転や掘削に伴う地域住民への影響など、多くの課題がありま

した。そのため東海市では狭い道路における地中化方式及び低コスト化等の検討を行うことを目

的として、電力事業者と協力して共同研究を実施しました。 

活用事業  

社会資本整備総合交付金（道路事業）、占用予定者による建設負担金、地方債 
・東海市 HP「東海市無電柱化推進計画」令和 2 年

https://www.city.tokai.aichi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/003/615/honpen.pdf 

  



 

実践編 1-30 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―１ 地震対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―１―④ 盛土造成地及び埋立地の液状化対策 

 宅地耐震化推進事業 実施主体：兵庫県西宮市 

 
大規模盛土造成地マップ(北部抜粋) 

（出典：西宮市 HP「宅地耐震化推進事業（大規模盛土造成地マップ）」

https://www.nishi.or.jp/kurashi/sumai/joho/takuchitaishin.files/hokubu_2019.pdf） 

 
滑動崩落の対策工事（花の峯地区） 

（出典：国土交通省 HP「大規模盛土造成地防災対策検討会報告（案） 参考資料」

https://www.mlit.go.jp/toshi/web/content/001327210.pdf） 

諸 元 

人口 485,587 人 

世帯数 215,651 世帯 

行政区面積 99.96 ㎢ 

都市計画 線引き都市

計画区域 

用途地域指

定あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・西宮市では、地震防災対策の強化を図り、安全・安心なまちづくりを進めるために、大規模盛

土造成地の位置の把握などを目的とする調査を実施し、その中で地震時に滑動崩落が発生する

おそれがある箇所があるかどうか検証しました。 

・その結果把握された滑動崩落が発生するおそれがある 1 箇所について、平成 29～30 年度に対

策工事を実施しました。 

取組のポイント  

【大規模盛土造成地の存在の市民への周知】西宮市では大規模盛土造成地マップを作成し、市民

の防災意識の向上とともに、建物を建てる時や売買の時などに地盤調査が必要性と重要性を啓発

しています。 

【対策工設置箇所の市管理】地震時に滑動崩落の発生の恐れがあることが把握された「花の峯地

区」では、対策工事の保全対象は住家と市道であったことから、整備された対策工設置箇所は道

路区域とし、道路管理者である市が管理しています。 

活用事業  

社会資本整備総合交付金（宅地耐震化推進事業） 

・国土交通省 HP「大規模盛土造成地防災対策検討会報告（案）参考資料」https://www.mlit.go.jp/toshi/web/content/001327210.pdf 

・国土交通省 HP「西宮市における宅地耐震化推進事業」https://www.mlit.go.jp/common/001299376.pdf 

・西宮市 HP「宅地耐震化推進事業（大規模盛土造成地マップ）」https://www.nishi.or.jp/kurashi/sumai/joho/takuchitaishin.html  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-31 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―１ 地震対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―１―⑥ 地域防災拠点等の整備 

防災公園（地域防災拠点、避難所・場所とな

る都市公園）の整備 
主体：愛知県名古屋市 

 
（出典：国土交通省中部地方整備局 HP「防災まちづくり関連支援事業集【建政部所管】 中部地方整備局建政

部」平成 23年 11月 https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/machi_seibika/pdf/bousaimati.pdf） 

諸 元 

人口 2,332,176 人 

世帯数 1,122,103世帯 

行政区面積 326.5 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 
用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・安全で安心できる都市づくりの形成を推進し、災害に脆弱な都市構造の改善を図るため、災害

対策実施計画で避難地に位置づけられた都市公園等の整備を行っています。（平成 22 年～） 

取組のポイント   

【地域拠点と広域拠点の整備】身近な街区公園、近隣公園等の「住区基幹公園」は、避難場所、

食料等の配給拠点、ライフラインの復旧、地域情報の提供の場として、また、「都市基幹公

園」は、駐車場や広場等を拠点として活用し、生活物資等の集積場及び配送等の支援活動の場

として機能するよう整備しています。 

【防災機能の確保】公園には備蓄倉庫、耐震性貯水槽、放送施設、情報通信施設、ヘリポート、

発電施設、延焼防止のための散水施設等を整備し、防災機能を確保しています。 

活用事業   

社会資本整備総合交付金(都市公園事業、都市防災総合推進事業) 

・国土交通省中部地方整備局 HP「防災まちづくり関連支援事業集【建政部所管】 中部地方整備局建政部」平成 23 年 11 月

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/machi_seibika/pdf/bousaimati.pdf 

・国土交通省中部地方整備局 HP「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」平成 26 年 2 月

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/jutaku_seibika/pdf/guideline.pdf 

 



 

実践編 1-32 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―１ 地震対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―１―⑥ 地域防災拠点の整備 

地域住民が自由に使える「むかしの井戸」 実施主体：東京都国分寺市 

   

公園に設置された「むかしの井戸」 公園内に町会で設置した防災倉庫 

(国分寺市高木町つつじ公園) 

諸 元 

人口 129,242 人 

世帯数 63,962 世帯 

行政区面積 11.46 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定 

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・東京都国分寺市では、地域住民が自由に使える災害用の給水施設として、公園などに手押しポン

プの井戸「むかしの井戸」を設置しています。 

・井戸の近くの住民は、毎月１回・１時間程度「井戸端会議」を開催し、簡単な水質検査やポンプ

の手入れ等を行っています。 

取組のポイント 

【地域住民のコミュニケーションの場の提供】平常時から井戸の手入れ等を通じて、近隣の住民

同士のふれあいの場として活用されています。 

【初期消火活動に活用できる水利の確保】地下水は汲めば汲むほど水質がよくなり、水量も増え

てきます。日頃から井戸の水を汲みだすことで災害時にも井戸水の利用が可能となり、初期消火な

ど地域の応急活動に利用することができます。 

活用事業 

― 

・国分寺市 HP「むかしの井戸」https://www.city.kokubunji.tokyo.jp/kurashi/bousai/machizukuri/1028272/1002489.html 
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 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

   

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―① 

～② 

避難所になる重要公共施設の再配置 

災害弱者施設（保育園、高齢者施設等）の再配

置 

役場庁舎等の高台移転 実施主体：高知県中土佐町 

 
中土佐町新庁舎 

（出典：中土佐町市 HP「新庁舎移転のおしらせ」https://www.town.nakatosa.lg.jp/life/detail.php?hdnKey=1

329） 

諸 元 

人口 6,002 人 

世帯数 2,702 世帯 

行政区面積 193.21 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・高知県中土佐町では、津波浸水想定区域内に町役場等の重要施設が存在していましたが、大規模

災害時においても行政機能及び消防機能を維持し、迅速な復旧、円滑な救助活動を行うため、町

役場及び消防署を高台へ移転しました。 

・さらに、子どもたちの安全を守るため、保育園の高台移転も行いました。 

取組のポイント 

【町を一望できる防災対策室の設置】移転した新庁舎では、沿岸地域で危険性の高い久礼地区を

一望でき、被災状況等全体を把握できる位置に防災対策室を設置しています。 

【交通アクセスの確保】高台移転を実施することで、移転前の庁舎よりも交通利便性が低下する

ことが懸念される中、コミュニティバスにおける高齢者の運賃無料化や運行ルートの変更を実施

し、庁舎サービスを享受する機会が損なわれないように配慮しています。 

【将来の担い手である子供の安全確保】中土佐町の働き手の多くが町外で就業することもあり、

保育園を庁舎と隣接する場所に移転することで、大規模災害が発生した場合にも町内に残る子ども

たちの安全を確保し、町民にとって安心・安全な環境を整備しました。 

活用事業 

（不明） 
・四国地方整備局 HP「災害に強いまちづくり計画(改訂案)第２版(案)  地域モデル：中土佐町」 

https://www.skr.mlit.go.jp/kensei/saigainituyoi/saigai_pdf/27_nakatosatyo-saigai-r3.pdf 

 

 



 

実践編 1-34 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―④ 宅地地盤の嵩上げ 

名古屋市臨海部防災区域建築条例 主体：愛知県名古屋市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典：名古屋市 HP「臨海部防災区域について」 

https://www.city.nagoya.jp/jigyou/toshikeikaku/1018015/1018021/1018031/1018049/1034591.html） 

諸 元 

人口 2,332,176

人 

世帯数 1,122,103世帯 

行政区面

積 
326.5 ㎢ 

都市計画 都市計画区域 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2

年国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・名古屋市は、本州中央部の濃尾平野に位置し、伊勢湾に南面しており、高潮の影響を受けやす

い地形を有しています。 

・昭和 34 年 9 月の伊勢湾台風の教訓を踏まえ、昭和 36 年 6 月 1 日から施行された「名古屋市災

害対策要綱」の防災対策事業の一環として、本条例による建築物の制限が実施されています。 

・上記要綱で建築制限が定められている臨海部防災区域は、建築基準法第 39 条の規定による災害

危険区域に指定されています。 

取組のポイント   

【市街地特性に応じた区域設定】区域設定の考え方は以下のとおりです。 

・第１種区域：防潮壁よりも海側の区域で主に臨海埋立工業地 

・第２種区域：伊勢湾台風以前から市街化していた区域と伊勢湾台風以降、土地区画整理事業な

どにより市街化が進展した区域が含まれ、土地利用状況が類似化してきている区域 

・第３種区域：伊勢湾台風当時から市街化していた区域であって内陸部にあるため、他の区域に

比べればあまり強い規制は必要としない区域 

・第４種区域：市街化調整区域 

【建築物の用途や形態への制限】建築制限の主な内容は、居住室を有する建築物等の制限（禁止や

階数の制限）、公共建築物の床の高さ及び構造の制限、地階を有する建築物の制限となっています。 

活用事業   

なし 
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（出典：名古屋市 HP「名古屋市臨海部防災区域建築条例の解説」 

https://www.city.nagoya.jp/jigyou/toshikeikaku/1018015/1018021/1018031/1018049/1034591.html） 

 



 

実践編 1-36 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―⑤ 津波浸水対策 

濃尾平野たてよこ進入・排水作戦 主体： 
国土交通省中部地方整備局 

 
（出典：国土交通省中部地方整備局「中部版「くしの歯」作戦」令和 3年 5 月改定版 

https://www.cbr.mlit.go.jp/road/kanri-bunkakai/pdf/202105_data_02.pdf） 

諸 元 

人口 ― 

世帯数 ― 

行政区面積 ― 

都市計画 ― 

 

取組概要  

・国土交通省中部地方整備局は、東海・東南海・南海地震等の南海トラフを震源とするマグニチ

ュード９クラスの大規模地震が発生し、沿岸部で最大クラスの津波により甚大な被害が発生す

ることを想定し、「道路啓開オペレーション計画」を策定しています。 

・濃尾平野における総合啓開は、津波被害を受けた地域の救援・救護活動を支援する「道路啓

開」「航路啓開」を進め、破堤箇所への進入ルートの啓開、緊急排水のための堤防仮締切を実施

し、排水ポンプ車および排水機場による「排水作業」を進め緊急物資輸送のためのルートを確

保することとしています。 

取組のポイント   

【中部圏で優先的に取組む課題】中部地方整備局では、中部圏の国、地方公共団体、学識経験

者、地元経済界等が「中部圏戦略会議」を設立し、南海トラフ地震等の巨大地震に対して総合的

かつ広域的視点から関係機関が一体となって重点的・戦略的に取り組むべき事項を「中部圏地震

防災基本戦略」として協働で策定し、取り組みを進めています。道路啓開は、中部圏地震防災基

本戦略の中で優先的に取組む連携課題として位置づけられています。人命救助のための「くしの

歯ルート」が設定されると、堤防の破堤箇所の仮締切、排水ポンプ車や排水機場による排水作業

を行います。 

活用事業   

― 

・国土交通省中部地方整備局 HP「中部版くしの歯作戦」令和 3 年 5 月改定  

https://www.cbr.mlit.go.jp/road/kanri-bunkakai/pdf/202105_data_02.pdf    

https://www.cbr.mlit.go.jp/road/kanri-bunkakai/pdf/202105_data_02.pdf
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津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―⑥ 堤防等の補強・機能強化 

既存の防災林等の嵩上げ・補強等による 

「静岡モデル」の整備 
主体：静岡県・対象市町 

 
 

浜松市沿岸域防潮堤 
（出典：静岡県「浜松市沿岸域防潮堤（通称一条堤）竣工記念誌概要」令和 3 年 3 月） 

諸 元 

人口 3,633,202 人 

世帯数 1,483,472 世帯 

行政区面積 7,777.35 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢調査デ

ータを記載 

 

取組概要  

・静岡県では、震源域に近く津波の到達が早い沿岸部に人口・資産が集中する本県の特性を踏ま

え、レベル 1 を超える津波に対しても施設による被害の最小化を図るため、地域住民の合意など

条件が整った地域で、既存の防災林等の嵩上げ・補強等による「静岡モデル」の整備を推進して

います。 

・平成元年 6 月 28 日現在、沿岸 21 市町の内 8 市町（湖西市、浜松市、磐田市、袋井市、掛川

市、御前崎市、吉田町、焼津市）において整備を実施しています。 

取組のポイント   

【市民・企業の参画】浜松市沿岸域防潮堤の整備にあたっては、民間企業から整備費の寄付を得

て、県が防潮堤を整備、市が整備に必要な土砂の確保と住民等への説明を分担しました。設計段

階から地元自治会の要望や意見を反映するため推進協議会を設置、浜松商工会議所と連携し、横

断幕やロゴマーク等を作成するなど、地域との連携を図りながら整備を推進しました。浜松市自

治会連合会、商工会議所など全 40 団体で組織する「みんなでつくろう防潮堤市民の会」が発足

し、沿岸地域だけでなく、全市を上げて防潮堤の整備に取り組む体制が整備されました。 

活用事業   

浜松市沿岸域防潮堤：県整備、民間企業からの寄付、市の土砂確保及び住民等への説明 

・静岡県河川砂防局 HP「静岡モデルの推進」

https://www.pref.shizuoka.jp/machizukuri/kasensabo/minato/1003560/1029381.html#group3 

 



 

実践編 1-38 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―⑦ 漂流物対策 

港湾の漂流物対策  実施主体：高知県須崎市 

  

木材の固縛         津波バリアの設置 
（出典：須崎市 HP「漂流物対策」https://www.city.susaki.lg.jp/life/detail.php?hdnKey=429） 

諸 元 

人口 20,590 人 

世帯数 8,710 世帯 

行政区面積 135.34 ㎢ 

都市計画 非線引き都

市計画区域 

用途地域指

定なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・須崎市では、昭和南海地震において湾奥にあった貯木場の木材が津波の引き波で流出して市街

地に流入し被害が拡大したことから、津波における漂流物対策が喫緊の課題ととらえ、平成 18

年に防災会議に漂流物対策専門委員会を設置して埠頭につまれた木材の固縛や津波バリアの設

置について取り組んできました。 

・また、平成 23 年度に漁船の漂流物対策についても専門委員会を設置し、野見地区で建設予定

であった防潮堤に漁船の流失防止柵を設置する計画を日本の漁港で初めて進めることになりま

した。 

取組のポイント  

【漂流物対策専門委員会の設置】平成 18 年に防災会議に漂流物対策専門委員会を設置し、埠頭

に積まれた木材の固縛や津波バリアの設置について取り組んできました。 

【作業性や実効性の検証】平成 20 年に須崎市が木材工業団地の協力を得て社会実験として木材

の固縛実験を実施し、作業性や実効性の検証を行いました。こういった取組が評価され、平成 22

年度に国の社会実験として津波バリアと木材の固縛を、須崎埠頭背後地において実施しました。

平成 23 年度に津波バリアの一部を須崎駅東側の海岸保全上の効果が見込める市道部分に移設

し、長期にわたり耐久性の検証が行われています。 

活用事業  

平成 20 年固縛装置実証実験：市単費 

平成 22・23年度社会実験：国費 
・須崎市 HP「漂流物対策」https://www.city.susaki.lg.jp/life/detail.php?hdnKey=429 

・須崎市 HP「須崎市における津波避難対策について ― 津波による犠牲者ゼロを目指して ― 」平成 25 年 3 月  
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 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―２ 津波対策を必要とする施設対策 

導入メニュー Ⅱ―２―⑨ 津波防災地域づくり法に基づく推進計画の活用 

観光防災まちづくり推進計画による津波対策 主体：静岡県伊豆市 

 
（出典：伊豆市 HP「“海と共に生きる”観光防災まちづくり推進計画 第３版」平成 31 年 4月 

https://www.city.izu.shizuoka.jp/material/files/group/49/01020501_pdf_2019523_rad9FD2E.pdf) 

諸 元 

人口 28,190 人 

世帯数 11,449 世帯 

行政区面積 363.97 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 
用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・伊豆市では、南海トラフの巨大地震など津波を伴う地震が予想される中、土肥地域の『観光』

『環境』『防災』のバランスのとれた津波防災まちづくりの考えから『伊豆市“海と共に生き

る”観光防災まちづくり推進計画』（伊豆市津波防災地域づくり推進計画）を策定しました。 

取組のポイント   

【住民主体の計画作成】伊豆市津波防災地域づくり推進協議会(以下「協議会」という。）を設置

し、推進計画（案）が検討されました。協議会では、一年以上に亘り 5 回の会議と住民参加によ

るワークショップや市民集会等を開催し計画作成を進めました。 

【津波災害警戒区域等への愛称の設定】津波災害警戒区域等の考え方を住民や観光客等に適切に

伝えるため、津波災害警戒区域を「海のまち安全避難エリア」、津波災害特別警戒区域を「海の

まち安全創出エリア」と愛称をつけ、観光と防災の両立を図っています。 

活用事業   

― 

・伊豆市 HP「「観光防災まちづくり推進計画」 https://www.city.izu.shizuoka.jp/soshiki/1006/1/4/3/2/1316.html   



 

実践編 1-40 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築  

基本施策 Ⅱ―３ 火災に強いまちの形成 

導入メニュー Ⅱ―３―① 密集市街地の解消 

学区ごとの延焼危険度に基づいた防災対策 主体：愛知県岡崎市 

  
（出典：岡崎市 HP「小学校区別防災カルテ」https://okazaki-bousai-

portal.transmod.jp/sonae/78.html） 

諸 元 

人口 384,654 人 

世帯数 156,619 世帯 

行政区面積 387.20 ㎢ 

都市計画 線引き都市計画

区域 

用途地域指定あ

り 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢調査

データを記載 

 

取組概要  

・岡崎市では、愛知県の地震等被害予測調査結果を基に、市内の災害リスクを客観的に把握する

災害危険度判定を行い、その結果を受けて小学校区別防災カルテを作成しました。 

取組のポイント   

【地域の皆さんの防災対策の参考資料として活用】市内のどこにどのような災害リスクが存在し

ているかの把握を促します。また、行政が行う「公助」とともに、住民一人一人が自ら行う

「自助」や、地域が連携して行う「共助」により防災力を向上させるための対策を図る際の参

考資料として活用します。 

活用事業   

都市防災総合推進事業（災害危険度判定調査） 

・岡崎市 HP「小学校区別防災カルテ」https://okazaki-bousai-portal.transmod.jp/sonae/78.html 
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・出典：国土交通省中部地方整備局 HP」中部圏におけるまちづくり・住まいづくりの取組み」

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/pdf/machidukuri2021.pdf） 

  

 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

  

基本施策 Ⅱ―３ 火災に強いまちの形成 

導入メニュー Ⅱ―３―① 密集市街地の解消 

空き地を活用した公園整備 主体：愛知県一宮市 

 

 
（出典：国土交通省中部地方整備局 HP」中部圏におけるまちづくり・住まいづくりの取組み」

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/pdf/machidukuri2021.pdf） 

諸 元 

人口 380,073 人 

世帯数 152,075 世帯 

行政区面積 113.82 ㎢ 

都市計画 線引き都市計画

区域 

用途地域指定あ

り 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢調査デ

ータを記載 
 

取組概要 

・一宮市では、地域の住環境と防災性向上に向けて、空家を除却した跡地を、小公園として整備

しました。 

取組のポイント   

【地震時の倒壊被害防止と延焼を抑制する空間の確保】老朽化した空家は大規模地震時に倒壊し

て人的被害や道路閉塞など引き起こす危険があります。空家を除却した跡地を公園として整備す

ることで、倒壊被害の防止とともに、延焼火災を抑制する「燃えない空間」を確保しています。 

活用事業 

空き家再生等推進事業（交付金）、空き家対策総合支援事業（補助金） 
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 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―３ 火災に強いまちの形成 

導入メニュー Ⅱ―３―
②～④ 

火災延焼防止帯の確保 

火災避難所・経路の確保 

住宅・建等の不燃化・難燃化 

消防水利の確保 

糸魚川市駅北復興まちづくり計画 主体：新潟県糸魚川市 

 

 

 

（出典：糸魚川市駅北大火復興情報サイト HOPE糸魚川 https://www.city.itoigawa.lg.jp/hope/） 

諸 元 

人口 40,765 人 

世帯数 16,442 世帯 

行政区面積 746.24 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 
用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・糸魚川駅北大火（平成 28 年 12月 22 日～23 日）を契機とし、防災道路等の公共施設整備と建築

物等の構造等制限によって、「災害に強いまち」「住み続けられるまち」をめざした取組を進める

こととしました。 
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・「大火を二度と繰り返さない」災害に強い安全な市街地再生に向け、道路の拡幅や防災広場の整

備、建築物の不燃化などを進めるとともに、消防水利をはじめとする消防基盤の拡充・整備を図

っています。また、常備消防や消防団体制の強化、自主防災組織の充実、広域道路ネットワーク

を利用した応援体制の強化などをあわせて行うことで、総合的に地域の防災力を高める取組を進

めています。 

取組のポイント   

【準耐火建築物の誘導による延焼遮断帯の形成】まち全体の防火機能を高めるため、高さ 5ⅿ以

上の準耐火建築物の建築を誘導し、延焼遮断帯を形成します。 

【地区防災道路の整備】防災機能（緊急車両の通行、延焼の防止、速やかな避難）を高めるた

め、幅員 6ⅿ以上の道路を地区防災道路として整備しています。災害時における避難経路の確保

のための被災地周辺の無電柱化を推進します。 

【消防水利備等の整備】大型防火水槽（100 ㎥程度）の整備や海水等自然水の活用等により消防

水利を確保しています。 

活用事業   

・社会資本総合整備計画（防災・安全交付金） 都市防災総合推進事業・街並み環境整備事業・

小規模住宅地区改良事業 

・防災街区整備地区計画 

・糸魚川市 HP「糸魚川市駅北大火からの復興まちづくり」 https://www.city.itoigawa.lg.jp/item/20859.htm 

・糸魚川市駅北大火復興情報サイト HOPE 糸魚川 https://www.city.itoigawa.lg.jp/hope/ 
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 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―４ 災害リスクに対応した土地利用計画 

導入メニュー Ⅱ―４―① 地域防災計画・都市計画マスタープラン等との連携 

都市計画マスタープランと立地適正化計画との

連携 
主体：岩手県二戸市 

 
（出典：二戸市 HP「都市計画マスタープラン」 https://www.city.ninohe.lg.jp/div/tosikeikaku/pdf/0-

2_syusi.pdf） 

諸 元 

人口 25,513 人 

世帯数 10,555 世帯 

行政区面積 420.42 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 
用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・二戸市では、令和 3 年 3 月に「二戸市都市計画マスタープラン」を改訂し、都市計画マスター

プランの一部として立地適正化計画を策定しました。 

取組のポイント   

【4 編での構成】全体構想編、地域別構想編、立地適正化計画編、資料編で構成されています。 

【災害リスク分析を全体構想編で実施】災害リスク分析を「第３章 都市の現況路課題」で行っ

ており、都市整備の方針に繋げています。 

活用事業   

― 

・二戸市 HP「二戸市都市計画マスタープラン」と「二戸市立地適正化計画」 https://www.city.ninohe.lg.jp/info/2528 
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 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―４ 災害リスクに対応した土地利用計画 

導入メニュー Ⅱ―４―② 災害ハザードエリア内の土地利用の規制・誘導 

災害危険区域の指定 実施主体：宮城県石巻市 

 
石巻市災害危険区域図（市街地の抜粋） 

(出典：石巻市 HP「石巻市災害危険区域図（市街地）」 https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10504000/8

550/saigai03.pdf) 

 
建築できない建物の例 

（出典：石巻市 HP「災害危険区域について」https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10504000/8550/8550.h

tml） 

諸 元 

人口 140,151 人 

世帯数 56,768 世帯 

行政区面積 554.55 ㎢ 

都市計画 線引き都市

計画区域 

用途地域指

定あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・石巻市では、東日本大震災により住居等が全壊又は流出した区域及びその周辺区域内で、市街

地の場合は都市計画道路である高盛土道路等から旧北上川等の地形・地物で区域を設定した区

域、離半島部の場合は津波で浸水被災した地区について、「東日本大震災に伴う石巻市災害危険

区域の指定及び建築制限に関する条例」に基づき、平成 24 年 12 月 1 日に災害危険区域を指定

しました。 

・災害危険区域では、住宅、アパート、ホテル、民宿、児童福祉施設、医療施設など用途の建築

物は建築できない制限を定めています。 

取組のポイント  

【高盛土道路から海側を災害危険区域に指定】石巻市の市街

地では、防潮堤等と併せて内陸部に高盛土道路を整備して津

波の浸水を防ぐこととし、津波浸水シミュレーションによっ

て道路から内陸側への浸水が防止できることを確認した上

で、道路から海側の土地を災害危険区域に指定しました。 

                              高盛土道路の整備イメージ 
（出典：石巻市 HP「東日本大震災からの復興（被害状況、復旧・復興に向けた取組状況）」 https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10184000/100/8

235/hukkouzyoukyou/20140624130932.html） 

活用事業  

－ 
・石巻市 HP「災害危険区域の指定について」https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10504000/8550/8550.html 

・石巻市 HP「「東日本大震災からの復興（被害状況、復旧・復興に向けた取組状況）」 

https://www.city.ishinomaki.lg.jp/cont/10184000/100/8235/hukkouzyoukyou/11hukkoujyoukyou1.pdf 
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 津 波 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―４ 災害リスクに対応した土地利用計画 

導入メニュー Ⅱ―４―② 災害ハザードエリア内の土地利用の規制・誘導 

立地適正化計画における柔軟な区域指定 
実施主体：神奈川県藤沢

市 

  

藤沢市立地適正化計画 区域図 
（出典：藤沢市 HP「藤沢市立地適正化計画 全体図」（藤沢市、令和 3年 10 月） 

https://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/tosikei/documents/202110_zentaizu.pdf） 

諸 元 

人口 436,905 人 

世帯数 193,204 世帯 

行政区面積 69.56 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・藤沢市では、災害ハザードエリアを居住誘導区域外とした上で、市独自の「防災対策先導区域」

を設定し、当該区域内における届出制度を活用し、区域内で開発行為を行う事業者や住民に対

し、区域設定の趣旨を周知、ハザード状況や避難対策の状況、避難方法等の周知を行っていま

す。 

取組のポイント 

【ハザードエリアにおける防災対策の具体化】藤沢市が独自に設定する「防災対策先導区域」に

ついては、立地適正化計画に対象区域、基本的な考え方、対策を具体的に明記することで、対策の

実効性が高まることが期待されます。 

活用事業 

― 
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 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 

基本施策 Ⅱ―４ 災害リスクに対応した土地利用計画 

導入メニュー Ⅱ―４―② 災害ハザードエリア内の土地利用の規制・誘導 

土砂災害特別警戒区域内にある既存不適格の住

宅の移転促進 

実施主体：熊本県熊本市 

  

がけ地近接等危険住宅移転事業 熊本県熊本市の事例 
（出典：国土交通省 HP「「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第２回（2020年４月 17 日）資料

２：第１回検討会の補足説明資料等 資料２－３：都市局資料 https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/cont

ent/001341481.pdf） 

諸 元 

人口 738,865 人 

世帯数 326,920 世帯 

行政区面積 390.32 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・熊本市では、平成 28 年 4 月に発生した熊本地震で被災（全壊）した土砂災害特別警戒区域（平

成 28 年 3月 18 日指定）内にある既存不適格の住宅について、がけ地近接等住宅移転事業を活用

し、土砂災害特別警戒区域外への移転、跡地の整地や砂利舗装等を行いました。 

取組のポイント 

【跡地の適切な管理】跡地については本事業の趣旨に従い、住宅等を禁止する旨の看板を立てる

とともに、更地にして適切に管理することが重要となります。 

活用事業 

がけ地近接等危険住宅移転事業 
・国土交通省 HP「「水災害対策とまちづくりの連携のあり方」検討会 第２回（2020 年４月 17 日）資料２：第１回検討会の補足説明資

料等 資料２－３：都市局資料 https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001341481.pdf 
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 地 震 

基本事項 Ⅱ 地震・津波に強い都市構造の構築 

 
基本施策 Ⅱ―５ 地域の孤立対策 

導入メニュー Ⅱ―５―①

～④ 

ヘリポートの整備 

食料、生活必要物資の備蓄（備蓄倉庫） 

確実な情報収集・提供手段の整備 

避難経路・緊急輸送道路の確保 

岐阜県孤立集落対策指針 主体：岐阜県 

 
（出典：岐阜県「岐阜県孤立地域対策指針」令和６年３月 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/

392939.pdf） 

諸 元 

人口 1,978,742 人 

世帯数 780,730 世帯 

行政区面積 10,620 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 
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取組概要  

・岐阜県では豪雨に伴う土砂災害、南海トラフ巨大地震や活断層を震源とする内陸型地震など、

孤立集落の発生原因となる自然災害の発生が予想されています。 

・このことを踏まえ、岐阜県は災害による孤立集落発生に備えた事前対策と孤立集落発生時の応

急対策を計画的かつ迅速に実施するための指針「岐阜県孤立集落対策指針」を、令和３年３月に

策定しました（令和４年２月改定）。 

取組のポイント   

【県、市町村、集落が行う対策を掲載】 

・県、市町村、集落（自治会等）が行う事前対策と応急対策を掲載しています。 

表 市町村、集落が実施する事前対策 

 市町村 集落（自治会等） 

（１）孤立集落発

生時の連絡体制

等の確認 

①連絡先リストの作成 

②伝達項目の整理（様式第２号 

孤立集落状況連絡票） 

③多様な通信手段の確認・整備 

①連絡先リストの作成 

②伝達項目の整理（様式第２号

（孤立集落状況連絡票）の項目。

市町村と共有しておくこと） 

③市町村との連絡窓口となる地域

代表者の決定 

④安否情報の収集方法の決定 

⑤多様な通信手段の確認 

 

⑥通信機器の点検 

（２）救助救急体

制の確認 

①地域内の医師、看護師等の有資

格者を把握 

②住民自らが行える応急措置を確

認 

③ヘリコプターの着陸可能場所の

調査・整備 

④医薬品の備蓄・供給体制の整備 

⑤避難行動要支援者の把握 

①地域内の医師、看護師等の有資

格者を把握 

②住民自らが行える応急措置を確

認 

③医薬品の備蓄・供給体制の整備 

④避難行動要支援者の把握 

（３）孤立状態発

生に備えた集落づ

くり 

①飲料水、食料、生活用品等の備

蓄 

②救助資機材の備蓄 

③避難施設の指定 

④自家発電機等非常用電源の整備 

⑤アクセス道路、迂回路の状況 

⑥携帯電話不感地帯の確認 

⑦集落内の危険箇所の確認 

⑧孤立を想定した訓練の実施 

⑨道路啓開等における地元建設業

者等との連携 

⑩消防団や自主防災組織との連携 

①飲料水、食料、生活用品等の備

蓄 

③消防団や自主防災組織との連携 

（出典：岐阜県 HP「岐阜県孤立地域対策指針」令和 6年 3 月 https://www.pref.gifu.lg.jp/page/21594.html） 

活用事業   

― 

・岐阜県 HP「岐阜県孤立地域対策指針」令和 6 年 3 月 https://www.pref.gifu.lg.jp/page/21594.html 

https://www.pref.gifu.lg.jp/page/21594.html
https://www.pref.gifu.lg.jp/page/21594.html


 

実践編 1-50 
災害に強いまちづくりガイドライン 

Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 
 

表 掲載事例 

基本施策 導入メニュー 掲載事例 災害種別 ページ 

Ⅲ-1 

人材等の育成 

① 自主防災組織の結成

と活動の充実 

地域から提案されたみん

なにやさしい避難所づく

り【三重県四日市市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-52 

大学を中心とした自主防

災組織の養成【各大学】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-53 

② 消防団の充実・強化 女性消防団員の活躍 

【三重県尾鷲市、三重県

津市、静岡県裾野市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-54 

③ 自分の判断で避難 

できる防災教育の推進 

防災意識を啓発する素材

の提供【三重県】 
地震 

実践編 

1-56 

④ 防災教育の推進(住

民・子供たちの意識 

づくり) 

地震・津波防災教育につ

いて【三重県尾鷲市】 
地震・ 

津波 
実践編 

1-57 

尾鷲市津波防災教育のた

めの手引き 

【三重県尾鷲市】 

津波 
実践編 

1-58 

高校生の防災教育 

【三重県南伊勢町】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-60 

子どもたちを対象とした

防災イベントの実施 

【岐阜県美濃加茂市】 

地震 
実践編 

1-61 

Ⅲ-2 

自治体・企業等の

連携 

① 国・県・自衛隊・ 

消防・警察・NEXCO との

連携強化 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊

急災害対策派遣隊）の 

活動【国土交通省】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-62 

洪水・津波発生時の高速

道路の緊急避難場所 

活用【三重県桑名市】 

津波 
実践編 

1-63 

② 他の地方公共団体と

の連携強化(防災協定・

日常の地域間交流) 

18 府県の 18 市 1 町によ

るネットワーク型災害協

定【大阪府泉大津市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-64 

③ 企業との連携強化

（防災協定） 

ドローンによる情報収集

活動に関する協定の締結 

【愛知県田原市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-65 

④ ＮＰＯとの連携 ― ― ― 

  

令和 4 年度公表 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-51 

基本施策 導入メニュー 掲載事例 災害種別 ページ 

Ⅲ-3 

地方公共団体の 

防災力向上 

① 貴重なデータの保護 地籍調査事業計画の策定 

【三重県津市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-66 

② 事業継続計画(BCP)の

策定促進 

― 
― ― 

③ 職員の意識づくり 震災復興都市計画策定時

の地方公共団体職員ワー

クショップの開催 

【愛知県】 

地震 
実践編 

1-67 

Ⅲ-4 

有事を見据えた 

体制づくり 

① 自主防災組織による

避難防災訓練の実施 

防災指導員の配置と避難

訓練の実施 

【静岡県沼津市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-68 

1800 人の生徒を「避難

者」から「救助者」に～

地域の方と住み分ける、

行内避難所運営に向けて

～【大島地区連合 

町内会・川崎市立川崎高

校（神奈川県川崎市）】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-69 

自衛隊と自主防災隊の共

同訓練 

【三重県南伊勢町、大分

県佐伯市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-70 

② 広域巨大災害に備え

た仮設期の住まいづくり 

災害時における民間賃貸

住宅の提供に関する協定 

【岐阜県、静岡県、愛知

県、三重県、名古屋市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-71 

③ 支援物資等の受け入

れ態勢の検討 

ラストマイルにおける支

援物資輸送 

【国土交通省】 

地震 
実践編 

1-72 

④ 災害廃棄物・海岸漂

着物処理体制の検討 

― 
― ― 

 

  



 

実践編 1-52 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

   

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―① 自主防災組織の結成と活動の充実 

地域から提案されたみんなにやさしい避難所 

づくり 

主体：三重県四日市市 

    
（出典：四日市市 HP「大規模災害から命と暮らしを守るための避難所運営の手引き」

https://tsunamibousai.jp/report/09/pdf/tsunami_special_event2021_16.pdf） 

諸 元 

人口 305,424 人 

世帯数 133,331 世帯 

行政区面積 206.52 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 
用途地域指定
あり 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・四日市市自治会連合会は、以前から単位自治会の好事例を共有する情報交換会や会報の発行な

ど、自治活動の地域格差を埋める活動を続けてきたが、東日本大震災後に各地区の防災マニュア

ルを集めて点検したところ、とくに女性への配慮が欠けていることがわかりました。 

・男女協働参画の視点を取り入れた避難所運営マニュアル「大規模災害から命と暮らしを守るた

めの避難所運営の手引き」を平成 28 年 2 月に作成し、避難所設営に女性の視点を活かすための

訓練を実施しました。 

取組のポイント   

【セミナーの開催による意識啓発】平成 25 年から 29 年までの５年間、市内 28 地区の連合自治会

が中心となって防災関係者や市と協力しながら「男女共同参画の視点を取り入れた防災まちづく

り」をテーマとしたセミナーを開催し、全市的に意識啓発をおこないました。 

【地域防災への女性の参画を促進】女性の意見を反映させてできた避難所案内表示板ができたこ

とで、女性の地域防災への参画ができ、女性防災グループを結成するきっかけや後押しとなりま

した。 

活用事業   

（不明） 

・総務省 HP「第 24 回防災まちづくり大賞受賞事例集」 

https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/items/ikusei002_08_jirei24th.pdf 

  

https://tsunamibousai.jp/report/09/pdf/tsunami_special_event2021_16.pdf


【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-53 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

 

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―① 自主防災組織の結成と活動の充実 

 大学を中心とした自主防災組織の養成 実施主体： 各大学 

 

 

諸 元 

人口 ― 

世帯数 ― 

行政区面積 ― 

都市計画 ― 

 

取組概要 

・中部圏では自主防災組織の育成を支援する、大学が中心となった組織があります。 

表 県別の自主防災組織の育成を担う大学関係組織の例 
県名 自主防災組織の育成を担う大学組織 設立団体 

岐阜県 清流の国ぎふ 防災・減災センター 岐阜県、岐阜大学 

静岡県 しずおか防災コンソーシアム 静岡大、浜松医大、静岡県立大、静岡文芸大、東海

大、常葉大）、県教育委員会、静岡地方気象台及び

報道機関各社 

愛知県 あいち・なごや強靭化共創センター 愛知県、名古屋市、名古屋大学 

名古屋大学減災連携研究センター 名古屋大学 

三重県 みえ防災・減災センター 三重県、三重大学 
 

取組のポイント 

【学識経験者による講座】防災・減災に関する各種講座やシンポジウム、共助の取組を推進する

防災人材を育成する講座等、多様なプログラムがあり、いずれも学識者等専門家の講義を受ける

ことができます。 

【参加者相互の交流促進】防災・減災に取組んでいる参加者相互の交流の機会も設けています。 

活用事業  

― 

・清流の国ぎふ防災・減災センターHP  https://gfbosai.jp/ 

・静岡大学防災総合センターHP https://www.cnh.shizuoka.ac.jp/ 

・あいち・なごや強靱化共創センターHP http://www.gensai.nagoya-u.ac.jp/kyoso/ 

・名古屋大学減災連携研究センターHP http://www.gensai.nagoya-u.ac.jp/ 

・三重県・三重大学 みえ防災・減災センターHP https://www.midimic.jp/ 

  

防災講演会の様子 
(出典：名古屋大学減災連携研究センターHP「防災アカデ

ミー」 

http://www.gensai.nagoya-u.ac.jp/?p=75) 

地域防災活動支援のワークショッ

プの様子 
(出典：清流の国ぎふ防災・減災センターHP

「センターの概要」 

https://gfbosai.sakura.ne.jp/web/about/） 



 

実践編 1-54 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―② 消防団の充実・強化 

女性消防団員の活躍 

主体：三重県尾鷲市 

    三重県津市 

    静岡県裾野市 

 

 

 

 

 

 

 

 

尾鷲市の女性消防団員の活動 
（左出典：国土交通省中部地方整備局「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」平成 26 年 2月 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/jutaku_seibika/pdf/guideline.pdf） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
津市の女性消防団の活動 

（出典：総務省消防庁 HP「女性消防団員の活躍」

https://www.fdma.go.jp/relocation/syobodan/item/activity/women/success/13.jpg） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
裾野市の女性消防団の活動 

（出典：総務省消防庁 HP「女性消防団員の活躍」

https://www.fdma.go.jp/relocation/syobodan/item/activity/women/success/10.jpg） 

諸 元 

三重県尾鷲市 

人口 16,252 人 

世帯数 8,153 世帯 

行政区面積 192.71 ㎢ 

都市計画 ― 

三重県津市 

人口 274,537 人 

世帯数 117,663 世帯 

行政区面積 711.19 ㎢ 

都市計画 ― 

静岡県裾野市 

人口 50,911 人 

世帯数 20,717 世帯 

行政区面積 138.12 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-55 

取組概要  

・消防団員数が減少する一方で、女性消防団員数は年々増加しています。 

・女性の持つソフトな面をいかして、住宅用火災警報器の普及促進、一人暮らしの高齢者宅の防

火訪問、住民に対する防災教育及び応急手当の普及指導等においては、特に女性消防団員の活

躍が期待されています。 

取組のポイント   

【啓発活動や災害時の後方支援を実施】尾鷲市の女性消防団員は、消火活動に加え、啓発活動

（防火・防災・普通救命等）や災害時の後方支援活動など幅広く活動を行っています。 

【女性だけの消防団】津市では、女性のみで組織する消防団が結成されています。 

【民生委員とともに高齢者を訪問】裾野市では、春と秋の火災予防週間に合わせて、女性消防団

員が民生委員と一緒に高齢者宅を訪問して防火を呼びかけています。 

活用事業   

― 

・総務省消防庁 HP「女性消防団員の活躍」 https://www.fdma.go.jp/relocation/syobodan/activity/women/success/ 

 

  



 

実践編 1-56 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―③ 自分の判断で避難できる防災教育の推進 

防災意識を啓発する素材の提供 主体：三重県 

   

 
（出典：三重県教育委員会 HP https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/bosai/68638018172.htm） 

諸 元 

人口 1,770,254 人 

世帯数 742,598 世帯 

行政区面積 5,774.49 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢調査デ

ータを記載 

 

取組概要  

・三重県教育委員会では、近い将来の発生が危惧されている南海トラフ地震や台風、集中豪雨等

の自然災害から、児童生徒の命を守るため、県内の小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・

特別支援学校等に防災ノートを配付し、学校における防災教育を推進しています。（初版：平成

24 年２月、第 8 版令和３年６月） 

・「小学生（低学年）版」（小学校１年生から３年生を対象）：本冊 20 ページ／ワークシート 3 枚 

・「小学生（高学年）版」（小学校４年生から６年生を対象）：本冊 20 ページ／ワークシート 4 枚 

・「中学生版」（中学生を対象）：本冊 20 ページ／ワークシート 4 枚 

・「高校生版」（高校生を対象）：本冊 20 ページ／ワークシート 4 枚 

取組のポイント   

【自ら考え行動する力を育成】児童生徒が、地震や津波、台風等による危険や避難方法、家庭で

の防災対策を知り、自らの命を守るためにはどうすればよいかを考え、行動する力の育成を目指

しています。 

【家族の防災力の向上】児童生徒と保護者がともに家庭で防災ノートに取り組むことによる、家

族の防災意識の向上と、家庭の防災対策の充実を目指しています。 

【外国語にも対応】防災ノートは、日本語のほか、ポルトガル語、スペイン語、中国語、タガロ

グ語、ビザイヤ語にも対応しています。 

活用事業   

― 

・三重県 HP https://www.pref.mie.lg.jp/index.shtm   

https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/bosai/68638018172.htm


【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-57 

 津 波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―④ 防災教育の推進(住民・子供たちの意識づくり) 

地震・津波防災教育について 主体：三重県尾鷲市 

防災マップ作りの様子 
 

親子防災参観会の様子 
（出典：三重県 HP「防災教育実践事例」https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/p0008200020_000

02.htm） 

諸 元 

人口 16,252 人 

世帯数 8,153 世帯 

行政区面積 192.71 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

なし 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 
 

取組概要  

・尾鷲小学校では、「地震や津波が発生したときに、自分の命は自分で守ることのできる子どもの

育成」を目標に掲げて、各学年で活動方針に沿って計画を立て、防災教育に取り組んでいます。 

・特に、５年生では、総合的な学習の時間の年間指導計画の中に防災教育を位置づけています。

２学期は、仲間や家族とともに学びを深め、それを生かして実際の地震発生時に冷静な判断を

し、より適切な避難行動が取れるような力を身につけるために、「親子防災参観会」「タウンウォ

ッチング・防災マップ作り」を行いました。 

取組のポイント   

【整備された避難路を活用した避難訓練の実施】南海トラフの巨大地震による津波に備え、校舎

から直接、避難場所である裏山へ避難できる避難路「いのちの架け橋」の完成に伴い、「いのち

の架け橋」を利用する全校避難訓練を実施しています。 

【親子で学ぶ防災参観会】起震車に乗り強い震度の揺れを体験、液状化現象の仕組みについて実

験を行う等、親子防災参観会を開催して、親子が一緒に学習するプログラムを実施しています。 

【危険な箇所、安全な場所を歩いて確認】地震が起こったときに危険な場所や、安全に避難でき

る場所などについて、実際に自分たちが住んでいる地域を歩いて確認し、防災マップを作成して

います。子どもたちは、普段何気なく通っている道にも危険なものや役に立つものがたくさんあ

ることを発見しています。 

活用事業   

（不明） 

・三重県 HP「防災教育実践事例」 https://www.pref.mie.lg.jp/KYOIKU/HP/p0008200020_00002.htm 

・尾鷲市 HP「津波防災教育のための手引き」 http://www.katada-lab.jp/owase_tool/index.html 

 

  



 

実践編 1-58 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 津 波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―④ 防災教育の推進(住民・子供たちの意識づくり) 

尾鷲市津波防災教育のための手引き 主体：三重県尾鷲市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

諸 元 

人口 16,252 人 

世帯数 8,153 世帯 

行政区面積 192.71 ㎢ 

都市計画 非線引き都市
計画区域 
用途地域指定
なし 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・尾鷲市では、巨大津波の襲来に備えて、児童・生徒に『自分の命は自分で守ることのできる知

恵』をつけることを目的とした津波防災教育を実践しています。尾鷲市教育委員会は市内各校の

教員と協力して、以下に示す『津波避難３原則』を踏まえた具体的な教育内容を検討し、『津波

防災教育のための手引き』としてまとめ、この手引きを活用し、『海に面した尾鷲市で暮らして

いくための姿勢』を考えるための防災教育を実施しています。 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-59 

取組のポイント   

【学年の授業の進行に応じた内容の精査】各教科の教育内容から“地震・津波・防災”に関連す

る単元をピックアップしており、その授業の中で追加的に教えることが可能と思われる内容を

取りまとめています。学年の進行に応じた教育内容を精査し、授業計画案を作成しており、児

童・生徒の理解力に応じて、教育目標ごとの授業計画案を取りまとめています。 

【災害文化の形成と郷土愛の育成を目指す防災教育】尾鷲市では、小中学校での津波防災教育を

継続していくことにより、『尾鷲に住むことは津波に備えるのは当たり前』という災害文化を形

成するとともに、『津波はたまに来るけど、尾鷲はこれほどまでに魅力的な郷土である』という

郷土愛を育んでいきたいと考えています。 

活用事業   

― 

・尾鷲市 HP「津波防災教育のための手引き」 http://www.katada-lab.jp/owase_tool/index.html 

  



 

実践編 1-60 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―④ 防災教育の推進(住民・子供たちの意識づくり) 

高校生の防災教育 主体：三重県南伊勢町 

 
（出典：第 24 回防災まちづくり大賞受賞事例集 

https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/items/ikusei002_08_jirei24th.pdf） 

諸 元 

人口 10,989 人 

世帯数 4,977 世帯 

行政区面積 241.89 ㎢ 

都市計画 非線引き都市
計画区域 
用途地域指定
なし 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・三重県立南伊勢高等学校南勢校舎では、志摩半島の南部、五ケ所湾に面し、南海トラフ地震が

発生した場合には津波による浸水想定が５～１０ｍの地域に立地しています。 

・東日本大震災を契機として、災害時に地域の一員として主体的に行動できる人材育成の取組が

始まりました。岩手県でのボランティア活動を実施する等、計画的に東北被災地研修や、「総合

的な学習の時間」の中で年間約 10 時間の「防災特別授業」を実施しています。 

取組のポイント   

【高校生が講師となる防災教育の実施と防災グッズの開発】防災士の資格を取得した生徒が講師

となり、中学１・２年生を対象に「防災講話と防災クイズ」、中学３年生を対象に「避難所運営

ゲーム（ＨＵＧ）」を実施しています。平成 26 年度の「防災特別授業」を通じて、防災用品をま

とめた持ち出し用具の検討を始め、平成 27 年度に携帯用非常持ち出し用具「Ｍｙゼロパック」

を考案、平成 28 年度に安否確認用としての付箋の追加や非常用食料品を見直すとともに、地元

の介護福祉施設と漁協と連携して、「Ｍｙゼロパック」を商品化しました。 

活用事業   

― 

・防災まちづくり大賞（南伊勢町） https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/items/ikusei002_08_jirei24th.pdf 

 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 
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 地 震 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

 

基本施策 Ⅲ―１ 人材等の育成 

導入メニュー Ⅲ―１―④ 防災教育の推進(住民・子供たちの意識づ

くり) 

子どもたちを対象とした防災イベントの実施 実施主体：岐阜県美濃加茂市 

 
 

 
（出典：岐阜県防災キャンプ推進事業実施報告書 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/125842.

pdf） 

諸 元 

人口 57,154 人 

世帯数 23,256 世帯 

行政区面積 74.81 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・美濃加茂市は学校や公民館等にて防災キャンプを実施して、子供たちに防災の大切さを伝えてい

ます。 

・美濃加茂市をはじめ、町づくり協議会、自治会、地域住民代表、伊深小学校職員、伊深小学校

PTA 等が一体となった「伊深地域プラットフォーム（防災キャンプ in 伊深）」を構築して、防災

キャンプを実施します。そして防災キャンプでの共通の体験を通して、地域の一員としての自覚

を育てます。 

・過去に周辺地域で発生した大規模災害の教訓を通して、「災害への備え」や「災害時に自分にで

きること」を学ぶ機会を設けて、子供たちが自分の命や地域を自分たちで守ろうという意識を育

てます。 

取組のポイント 

【被災者・防災士による講演】伊深町で発生した豪雨災害（8.17 豪雨）体験者や防災の専門家で

ある防災士の講演を通して、子供たちに「災害に対する知識」や「災害への備えの必要性」を学ん

でもらいます。 

【地域住民との交流】子供たちと地域住民が一緒となり、まち歩きや炊き出しなどのプログラム

に参加することで、助け合うことの大切さや自分ができることについて理解を深めることができま

す。 

活用事業 

子供と自然をつなぐ地域プラットフォーム形成支援事業（平成 29 年時点） 

・岐阜県防災キャンプ推進事業 実施報告書 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/125842.pdf 

  

伊深地域プラットフォームの運営体制 

（岐阜県美濃加茂市伊深町） 

 

防災士による講演 

防災マップ作り 



 

実践編 1-62 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

 

基本施策 Ⅲ―２ 自治体･企業等との連携 

導入メニュー Ⅲ―２―① 国・県・自衛隊・消防・警察・NEXCOとの連携強化 

ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（緊急災害対策派遣隊）の

活動 
実施主体：国土交通省 

 

 

TEC-FORCE の活動(平成 28 年熊本地震) 
（出典：国土交通省中部地方整備局 HP「TEC-FORCE」 https://www.cbr.mlit.go.jp/saigai/tec-

force/pdf/tec-force_pamphlet.pdf） 

諸 元 

人口 ― 

世帯数 ― 

行政区面積 ― 

都市計画 ― 

 

取組概要 

・国土交通省は、・大規模自然災害への備えとして、迅速に地方公共団体等への支援が行えるよ

う、平成 20 年 4 月に TEC-FORCE（災害緊急派遣隊）を創設しました。 

・TEC-FORCE は、大規模な自然災害等に際して、被災自治体が行う被災状況の迅速な把握、被害

の拡大の防止、被災地の早期復旧等に対する技術的な支援を円滑かつ迅速に実施します。 

・TEC-FORCE 隊員は全国の地方整備局を主体に任命されており災害の規模によっては全国から集

結します。 

取組のポイント 

【被害情報を迅速に把握】災害対策用ヘリコプターによる被害状況調査、河川や砂防、道路、港

湾などの自治体が管理する施設の被害状況を短期間での調査・報告を行うとともに、被災地の映

像情報を衛星通信車や小型衛星画像伝送装置（Ku‐SAT）、公共ブロードバンド移動通信システム

（公共 BB）、5GHz 帯無線アクセスシステム（i-RAS）により、役場等にリアルタイムで配信するこ

とができます。 

【迅速な復旧に向けた支援】津波や水害で溜まった水の排水、照明車を用いた夜間作業、資材や

災害対策用機械の無償貸与、復旧に向けた技術的な支援を行います。 

活用事業 

― 

・国土交通省中部地方整備局 HP「TEC-FORCE」https://www.cbr.mlit.go.jp/saigai/tec-force/pdf/tec-force_pamphlet.pdf 
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 津 波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

   

基本施策 Ⅲ―２ 自治体･企業等との連携 

導入メニュー Ⅲ―２―① 国・県・自衛隊・消防・警察・NEXCO

との連携強化 

洪水・津波発生時の高速道路の緊急避難場

所活用 
主体：三重県桑名市 

 

  
（出典：桑名市ＨＰ https://www.city.kuwana.lg.jp/documents/131/20160620-163431.pdf） 

諸 元 

人口 138,613 人 

世帯数 56,362 世帯 

行政区面積 136.68 ㎢ 

都市計画 都市計画区域 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢調査

データを記載 

 

取組概要  

・津波・高潮・洪水時の災害に備え、平成 24 年 7 月 11 日、NEXCO 中日本と「津波・高潮・洪水

時の緊急避難における高速道路区域の一時使用に関する協定」を締結し、この協定に基づき、

長島地区に東名阪自動車道法面を活用した緊急避難施設（12 ヶ所）を整備しました。 

取組のポイント   

【道路施設を避難所として活用】高速道路ののり面を、大規模地震発生に伴う津波襲来により、

浸水が予想される地域の緊急一時避難場所として開放するものです。 

【住民による避難訓練の実施】災害時に円滑に活用できるよう、住民の方々による避難訓練が行

われています。 

活用事業   

― 

・桑名市 HP 

https://www.city.kuwana.lg.jp/index.cfm/23,46057,240,454,html 

・NEXCO 中日本 HP「高速自動車国道中央自動車道富士吉田線等 （他１路線）に関する維持、修繕その他の管理の報告書」（平成３０年

８月） 

https://www.c-nexco.co.jp/corporate/company/disclosure/state/pdf/h29/con_info.pdf 

  



 

実践編 1-64 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―２ 自治体・企業等との連携 

導入メニュー Ⅲ―２―② 他の地方公共団体との連携強化（防災協定・

日常の地域間交流） 

18 府県の 18 市 1 町によるネットワーク型災害

協定 
主体：大阪府泉大津市 

 

諸 元 

人口 74,412 人 

世帯数 32,516 世帯 

行政区面積 14.33 ㎢ 

都市計画 線引き都市計
画区域 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・泉大津市では、平成 25 年 6 月 3日に中部から九州の 21 府県 21 市 1 町（泉大津市を含む）の自

治体間で、災害時の応急対策や復旧措置などで広域連携を図るネットワーク型災害協定を締結し

ています。 

取組のポイント   

【広域的な相互支援体制の構築】この協定では、22 自治体のいずれかで地震など大規模災害が発

生した場合、被害のない自治体より救援物資の供給や応援支援に必要な職員の派遣に加え、応援

内容のとりまとめなどの支援を相互に受けることができることとしています。 

協定を結んでいる自治体は以下のとおりです（平成 29 年 6 月 5 日現在時点） 

大阪府泉大津市、岐阜県可児市、山梨県甲府市、愛媛県四国中央市、岡山県玉野市、滋賀県野洲

市、愛知県刈谷市、島根県益田市、宮崎県日向市、三重県亀山市、鹿児島県阿久根市、茨城県那

珂市、奈良県大和郡山市、山口県柳井市、兵庫県高砂市、静岡県磐田市、福岡県行橋市、和歌山

県橋本市、福岡県苅田町、高知県香南市、京都府八幡市、佐賀県神埼市 

「顔の見える」を協定のキャッチフレーズとし、定期的に首長会議や防災担当者会議を開催して

います。 

活用事業   

― 

・泉大津市 HP https://www.city.izumiotsu.lg.jp/kakuka/kikikanri/kikikanri/ouennkyouteioboegaki/saigaikyoutei11.html 
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 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

 

基本施策 Ⅲ―２ 自治体･企業等との連携 

導入メニュー Ⅲ―２―③ 企業との連携強化（防災協定） 

ドローンによる情報収集活動に関する協定の 

締結  
実施主体：愛知県田原市 

 

 

ドローンのイメージ画像 
（出典：田原市 HP「ドローンを活用した大規模災害時における状況把握」

http://www.city.tahara.aichi.jp/kurashi/saigai/1000658/1007350.html） 

諸 元 

人口 59,360 人 

世帯数 21,300 世帯 

行政区面積 191.12 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要 

・田原市では、大規模災害が発生した際の情報収集を円滑に実施するため、ドローンの活用につ

いて関係者との間で協力体制を構築しています。 

・これにより、津波や被災状況などを迅速に確認できる可能性が高くなるなど災害時における初

動対応として効果を期待しています。 

取組のポイント 

【協定による体制構築】市は被災状況の確認等の情報収集活動について、民間事業者と「災害時

等における無人航空機による情報収集活動等に関する協定」を締結し、災害時の円滑な情報収集

活動の体制を構築するとともに、平常時には訓練やドローンの防災活動等への活用を図るための

研究を相互に進めています。 

【民間事業者からのドローン映像の提供】市内に立地する自動車工場では、業員の安否確認・避

難経路の確認・被災状況などの把握をドローンで行い、的確な避難行動を取る体制を整備してい

ます。市はこの工場と覚書を締結し、工場付近の被災状況等の映像を提供してもらう体制を構築

しています。日頃は、情報提供訓練などを通じて協力体制を維持しています。 

活用事業 

― 

・田原市 HP「ドローンを活用した大規模災害時における状況把握」

http://www.city.tahara.aichi.jp/kurashi/saigai/1000658/1007350.html 

・田原市 HP「田原市地域防災計画附属資料【令和 6 年 2 月】」

https://www.city.tahara.aichi.jp/kurashi/saigai/1000658/1000660/1000663.html 

  



 

実践編 1-66 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―３ 地方公共団体の防災力向上 

導入メニュー Ⅲ―３―① 貴重なデータの保護 

地籍調査事業計画の策定 主体：三重県津市 

 

 

重点整備区域 

諸 元 

人口 274,537 人 

世帯数 117,663 世帯 

行政区面積 711.19 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・津市では、南海トラフ地震に伴う津波災害に対する復旧・復興対策として地籍調査の取組みを

強化するため、平成 28 年 3 月に沿岸部の地籍調査の重点的な実施方針を定めた「津市地籍調査

事業計画」を策定しました。 

・三重県の南海トラフ巨大地震に伴う津波浸水予測図を踏まえ、沿岸部の災害復旧対策に重点を

おき、最大浸水深が概ね 2ｍ以上と想定される区域のうち、主として都市的土地利用がされてい

る沿岸部の区域約 2,600ha を地籍調査の「重点整備区域」として設定しています。 

取組のポイント   

【行政、住民、専門団体で構成される協議会での検討】沿岸部の自治会連合会各支部や津地方法

務局、公益社団法人三重県公共嘱託登記土地家屋調査士協会、一般社団法人日本国土調査測量協

会のメンバーにより構成する組織「津市地籍調査推進協議会」による検討・提言を基に策定を進

めました。 

【重点的に調査を行う区域を設定】地籍調査事業は市域全域で進めていくことが理想的ですが、

広大な調査面積や財政面、人員面を考慮し、大規模災害が想定される地域を、重点的に調査を行

う区域として設定し、計画的に調査を進めています。 

活用事業   

（不明） 

・津市 HP「第２次津市地籍調査事業計画」令和 5 年 3 月

https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1513577711102/simple/chisekityousajigyoukeikaku.pdf 

 

計画策定体制 

（出典：津市 HP「第２次津市地籍調査事業計

画」令和 5 年 3月 

https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/conte

nts/1513577711102/simple/chisekityousajigy

oukeikaku.pdf） 

https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1513577711102/simple/chisekityousajigyoukeikaku.pdf
https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1513577711102/simple/chisekityousajigyoukeikaku.pdf
https://www.info.city.tsu.mie.jp/www/contents/1513577711102/simple/chisekityousajigyoukeikaku.pdf


【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-67 

 地 震 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―３ 地方公共団体の防災力向上 

導入メニュー Ⅲ―３―③ 職員の意識づくり 

震災復興都市計画策定時の地方公共団体職員 

ワークショップの開催 
主体：愛知県 

 

模擬訓練の様子 
（出典：愛知県 HP「震災復興都市計画について」 https://www.pref.aichi.jp/soshiki/toshi/0000070352.ht

ml） 

諸 元 

人口 7,542,415 人 

世帯数 3,238,301 世帯 

行政区面積 5,173.07 ㎢ 

都市計画 ― 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国

勢調査データを記載 

 

取組概要  

・震災復興都市計画とは、都市基盤が脆弱な密集市街地が大規模に被災した場合などに、建築基

準法第 89 条による建築制限等をかけながら、地域住民とともに復興計画を定め、緊急かつ円滑

に市街地整備事業等の実施につなげていこうとするものです。 

・愛知県は、震災復興都市計画の手引き（計画編）を策定（平成 25 年 3 月）するに当たって、手

続きにおける課題を把握するため、仮想の被害を基に計画を策定する模擬策定作業を行いまし

た。 

・模擬策定作業では、被害特性や地区特性を変えた 5 地区における復興都市計画の策定を行い、

県及び市町村職員（30 市町、計 40 名）が WS 形式で取り組みました。（平成 25 年度実施） 

取組のポイント   

【手続きの実施を図るための詳細マニュアル】手引き（手続き編）では、県・市町村職員の詳細な行

動内容の明示や、被害状況の調査要領、区域設定などにおける判断要件、様々な計画の策定指針等を

示しており、的確かつ速やかな手続きの実施を図るための詳細マニュアルとなっています。 

【日頃から検討を進めておく事前復興の取組提示】手引き（計画編）では、迅速かつ的確に復興計画

を定めるための基準や考え方、被災前の日頃から地域住民の方々と地区の防災課題の改善について検

討を進めておく事前復興の取組等を示しています。 

【市町村の取組促進のための資料提供】事前復興の取組を進める上での基本的な考え方や、地域でケ

ーススタディを行った事例とその留意点等をまとめた「事前復興の取組に関するガイドライン

（案）：平成 26(2014)年 3 月」、市町村と地域住民が主体となり事前復興まちづくり模擬訓練が実施す

るための「事前復興まちづくり模擬訓練プログラム：平成 28(2016)年 3 月」を策定しました。 

活用事業   

― 

・愛知県 HP https://www.pref.aichi.jp/soshiki/toshi/0000070352.html 



 

実践編 1-68 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―４ 有事を見据えた体制づくり 

導入メニュー Ⅲ―４―① 自主防災組織による避難防災訓練の実施 

防災指導員の配置と避難訓練の実施 主体：静岡県沼津市 

   

夜間の避難訓練の様子        地域防災の日の訓練の様子 
（左出典：国土交通省中部地方整備局「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」平成 26 年 2月 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/jutaku_seibika/pdf/guideline.pdf） 

(右出典：沼津市 HP「防災力 人の輪 知恵の輪 地域の輪（沼津市定例記者会見発表５ 平成元年 11 月 27 日）」 

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/shisei/pr/interview/pdf/201911_5.pdf） 

諸 元 

人口 189,386 人 

世帯数 83,438 世帯 

行政区面積 186.96 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 
 

取組概要  

・沼津市は、連合自治会に各 1 名ずつ、防災知識の普及や防災訓練を指導する防災指導員を配置

しています。 

・また、沼津市では「地域防災の日」の 12 月の第一日曜日に、市内全域で連合自治会や単位自治

会の自主防災会が、地域の特性に応じた自主的な訓練を実施しています。 

取組のポイント   

【的確な避難が行える防災力】沼津市では、自主防災組織は、①防災訓練、②災害図上訓練、③

避難地の学校との連携を行い、正しい知識を身に着けることにより「正しく恐れ」、自分の身を

自分で守る「的確な避難」が重要としています。 

【地域特性に応じた実践的な防災訓練】自主防災会が中心となって、地域の特性に応じた実践的

な訓練を実施するとともに、自助・共助を主とした地域の防災体制の強化を図っています。 

表 令和元年の防災訓練の取組 

自主防災会 訓練概要 

第三地区我入道連合自主防災会 煙体験、搬送訓練を実施した後高台への避難行動を確認する津波避難

シミュレーションを実施 

第五南地区連合自主防災会 地域住民が防災について語り合う、防災井戸端会議等を実施 

戸田地区連合自主防災会 ビーコンを使用した避難訓練を実施 

その他 各自主防災会では、それぞれ趣向を凝らし、人間 HUG 訓練、災害時

の安否確認を迅速に行なう黄色いハンカチ作戦、歩行困難者をリヤカ

ーで搬送する訓練など自主防災会ごとに企画した訓練を実施 
（出典：沼津市 HP「防災力 人の輪 知恵の輪 地域の輪（沼津市定例記者会見発表５ 平成元年 11 月 27 日）」

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/shisei/pr/interview/pdf/201911_5.pdf） 

活用事業   

― 

・沼津市 HP「沼津市防災指導員設置規則 https://ops-jg.d1-law.com/opensearch/SrJbF01/init?jctcd=8A8573C75D&houcd=H354902100

030&no=6&totalCount=10&fromJsp=SrMj 

・沼津市 HP「防災力 人の輪 知恵の輪 地域の輪（沼津市定例記者会見発表５ 平成元年 11 月 27 日）」 https://www.city.numazu.shi

zuoka.jp/shisei/pr/interview/pdf/201911_5.pdf  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-69 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

   

基本施策 Ⅲ―４ 有事を見据えた体制づくり 

導入メニュー Ⅲ―４―① 自主防災組織による避難防災訓練の実施 

1800 人の生徒を「避難者」から「救助者」に 
～地域の方と住み分ける、校内避難所運営に向けて～ 

実施主体：大島地区連合 

町内会・川崎市立川崎高

校（神奈川県川崎市） 

  

川崎高校校舎        防災宿泊研修の様子 
 
（出典：内閣府「第 23回防災まちづくり大賞」

https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/items/ikusei002_08_jirei23th.pdf） 

諸 元 

人口 1,538,262 人 

世帯数 747,452 世帯 

行政区面積 143.01 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※諸元は川崎市のデータを記載 

※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・川崎市立川崎高校（神奈川県）の校舎の３階以上は津波による浸水を免れる設計となっており、

災害時には生徒だけでなく大島地区の住民の避難所となることも想定されることから、避難所運

営や連絡体制の確立等の検討が必要となりました。 

・このことから、大島地区連合町内会は、川崎市の地域防災拠点に位置づけられている川崎市立川

崎高校と連携して、避難所開設訓練や様々な災害に対応した避難訓練を実施しています。 

取組のポイント 

【地域と学校それぞれの防災力の向上】連合町内会と高校が行う避難訓練には年々、参加者が増

加しており、避難所開設訓練に取り組む意識が向上しています。高校においても避難訓練によって

生徒ひとりひとりの意識の向上や避難完了までに要する時間が短縮されています。 

【福祉の観点を取り入れた訓練の展開】大島地区は河川に挟まれた水害リスクの高いエリアでも

あり、近隣スーパーと災害協定を締結する等、以前から防災コミュニティづくりに取り組んできま

した。このような地域の取組に高校の福祉課の生徒が応え、帰宅困難者を想定した校内宿泊研修を

実施、心肺蘇生のプログラム等には住民も参加しています。 

活用事業 

― 

・内閣府「第 23 回防災まちづくり大賞」 https://www.fdma.go.jp/mission/bousai/ikusei/items/ikusei002_08_jirei23th.pdf 

  



 

実践編 1-70 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

   

基本施策 Ⅲ―４ 有事を見据えた体制づくり 

導入メニュー Ⅲ―４―① 自主防災組織による避難防災訓練の実施 

自衛隊と自主防災隊の共同訓練 主体：三重県南伊勢町 

   大分県佐伯市 
 

 

南伊勢町の共同訓練の様子    佐伯市の避難所運営訓練の様子 
(左出典：国土交通省中部地方整備局「地震・津波災害に強いまちづくりガイドライン」平成 26年 2 月 

https://www.cbr.mlit.go.jp/kensei/jutaku_seibika/pdf/guideline.pdf） 

(右出典：内閣府 HP「防災訓練事例集」 

http://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/tsunamibousai/kunrenjireisyu/pdf/kunrenjireihonpen.pdf） 

諸 元 

三重県南伊勢町 

人口 10,989 人 

世帯数 4,977 世帯 

行政区面積 241.89 ㎢ 
都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

なし 

大分県佐伯市 

人口 66,851 人 

世帯数 28,716 世帯 

行政区面積 903.14 ㎢ 
都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・南伊勢町は、自衛隊と自主防災隊で炊き出しや搬送訓練を行いました。 

・佐伯市では平成 25 年度から小学校区で避難所運営訓練を行っています。各地区長が推薦したメ

ンバーによって避難所運営チームが結成され訓練を企画、当日は避難所運営チーム、避難者（地

域住民）、消防団、警察、自衛隊が訓練に参加しました。 

取組のポイント   

【住民と他機関が連携した訓練】災害対応を実施する自衛隊と自主防災組織が連携して訓練を行

うことで、災害時の対応や役割をあらかじめ確認しておくことができます。 

【要配慮者に対応した避難所運営訓練】佐伯市では、怪我人、車椅子で避難する人、外国人、イ

ンフルエンザ罹患者など、様々な方々が避難所に訪れる想定をして、運営チームが対応をしまし

た。それらの避難者は徒歩や自衛隊の大型車両等で避難所に来て、避難所運営チームの指示に従

い行動をしました。 

活用事業   

― 

・内閣府 HP「防災訓練事例集」  

http://www.bousai.go.jp/jishin/tsunami/tsunamibousai/kunrenjireisyu/pdf/kunrenjireihonpen.pdf 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-71 

 地震 津波 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―４ 有事を見据えた体制づくり 

導入メニュー Ⅲ―４―② 広域巨大災害に備えた仮設期の住まいづくり 

災害時における民間賃貸住宅の提供に関する 

協定 

実施主体：岐阜県、 

静岡県、愛知県、 

三重県、名古屋市 

 
（出典：公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会 HP「被災者の仮住まい確保に向けた「賃貸型応急住宅」の

手順」https://www.chintai.or.jp/common/img/pdf/sugoroku.pdf） 

諸 元 

人口 ― 

世帯数 ― 

行政区面積 ― 

都市計画 ― 

 

取組概要 

・岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、名古屋市は、公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会

と、「災害時における民間賃貸住宅の被災者への提供に関する協定」を締結し、応急仮設住宅と

しての民間賃貸住宅を迅速に供給できる体制を整備しています。 

・災害発生時には、県、市からの要請に応えて、連合会は応急仮設住宅として被災者に提供可能な

民間賃貸住宅の情報提供、賃貸住宅所有者の意向確認、借上げや賃料の支払い等に関する事務や

必要な調整を行います。 

取組のポイント 

【災害時の迅速な応急仮設住宅の確保】大規模災害における仮設期の住まいづくりは、長期化を

想定して高齢者等の要配慮者や生活・コミュニティ等へのきめ細かい配慮が求められますが、迅速

な対応が求められ、発災後に各種検討やきめ細やかな調整を行う時間は無いことから特に平時での

準備が重要です。既存の住宅ストックを活用する民間賃貸住宅の借上げは、被災者に速やかに仮の

住まいを提供することにつながります。 

活用事業 

― 
・公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会（ちんたい協会）HP「災害協定」 

https://www.chintai.or.jp/katsudou/hisaishasienn/kyotei/ 

  



 

実践編 1-72 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地 震 

基本事項 Ⅲ 災害に強い組織・人をつくる 

  

基本施策 Ⅲ―４ 有事を見据えた体制づくり 

導入メニュー Ⅲ―４―③ 支援物資等の受け入れ態勢の検討 

ラストマイルにおける支援物資輸送 主体：国土交通省 

 
（出典：国土交通省 HP「ラストマイル支援物資輸送等に関する実動訓練について」 

https://www.mlit.go.jp/common/001351215.pdf） 

諸 元 

人口 ― 

世帯数 ― 

行政区面積 ― 

都市計画 ― 

 

取組概要  

・国土交通省は、被災者（避難所）までの円滑かつ確実な支援物資物流の実現に向け、平成 31 年

3 月に策定した「ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック」を活用

し、神奈川県小田原市及び、広島県竹原市において地方公共団体や物流事業者等関係者と連携し

た実践的な訓練を実施しました。 

取組のポイント   

【机上訓練】避難所の物資ニーズ調査から物資の調達、地域内輸送拠点から避難所への輸送計画

の策定までを机上訓練として実施しました。ハンドブックに示された手順や役割分担等について

一定の有効性があること、地方公共団体が備蓄している物資の数量やサイズ、重量等のデータ整

理の必要性等が確認されました。 

【実働訓練】地域内輸送拠点への物資の搬入、地域内輸送拠点から避難所への輸送を実動訓練と

して実施しました。フォークリフトの操作ができない場合に使用が考えられるハンドリフトやリ

フト台車等の代替荷役機器を実際に使用した際の効果や注意すべき点、物資拠点や避難所となる

施設の庭先条件の整理の必要性等が確認されました。 

活用事業   

― 

・国土交通省 HP「ラストマイルを中心とした円滑な支援物資物流の実現に向けた訓練の運営・実施及び調査・分析」 

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/lastkunren.html 

 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-73 

 

Ⅳ 事前復興 
 

表 掲載事例 

基本施策 導入メニュー 掲載事例 災害種別 ページ 

Ⅳ-1 

事前復興まち 

づくり 

①事前復興まちづくりの 

準備 

静岡市都市復興基本計

画策定行動指針 

【静岡県静岡市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-74 

平常時・災害時の複合

的な活用が可能な公園

整備 

【和歌山県海南市】 

津波 
実践編 

1-75 

②事前復興計画の策定 富士市事前都市復興計

画【静岡県富士市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-76 

③企業の事業継続計画

（BCP）の策定促進 

田子の浦港周辺 地域

防災力向上に向けた取

組【静岡県富士市】 

地震・ 

津波 
実践編 

1-77 

 

  

令和 4 年度公表 



 

実践編 1-74 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅳ 事前復興 

   

基本施策 Ⅳ―１ 事前復興まちづくり 

導入メニュー Ⅳ―１―① 事前復興まちづくりの準備 

静岡市都市復興基本計画策定行動指針 主体：静岡県静岡市 

 

都市復興基本方針策定の考え方 

（出典：静岡市 HP「静岡市都市復興基本計画策定行動指針」https://www.city.shizuoka.lg.jp/000

_004566.html） 

諸 元 

人口 693,389 人 

世帯数 297,421 世帯 

行政区面積 1,411.83 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要  

・大規模な震災により、大きな被害を受けた市街地の一刻も早い復興を実現させるためには、無

秩序な建築等を防止し、道路等の公共施設を早期に復旧するとともに、土地区画整理事業等の面

的な整備事業を実施するなど、防災性の高い快適で活力のあるまちづくりを緊急・強力に進めて

いかなければなりません。 

・静岡市では、大規模な地震により被災した市街地の再生を迅速かつ円滑に進めていくために、

市民・行政それぞれの役割や行動を示した「静岡市都市復興基本計画策定行動指針」を作成しま

した。 

取組のポイント   

【行政施策編と市民活動編】震災後の被害概況調査から都市復興基本計画の策定に至るまでの行

動手順や留意事項を取りまとめた『行政施策編』と、復興まちづくりにおける市民活動について

の考え方や日常時からの取組み等を提案した『市民活動編』の 2 編で構成されており、行政と市

民等が協働で進める考え方を示しています。 

【自助・共助・公助による「復興まちづくり」】復興まちづくりを円滑に進めるためには、被災者

自身（自助）、住民同士の協力（共助）、行政による推進と支援（公助）が、各地区においてバラ

ンス良く結びつき合意形成を図ることが必要という考え方の上に立ち、復興まちづくり協議会の

設置を提案しています。 

活用事業   

― 

・静岡市 HP「静岡市都市復興基本計画策定行動指針」 https://www.city.shizuoka.lg.jp/000_004566.html 

  



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-75 

 津 波 

基本事項 Ⅳ 事前復興 

  

基本施策 Ⅳ―１ 事前復興まちづくり 

導入メニュー Ⅳ―１―① 事前復興まちづくりの準備 

平常時・災害時の複合的な活用が可能な公園整

備 

実施主体：和歌山県海南

市 

 
海南市（仮称）中央防災公園 災害時利用想定図（１か月後） 

（出典：「（仮称）中央防災公園整備基本計画」（海南市、令和 2年 6 月変更）https://www.city.kainan.lg.jp/ma

terial/files/group/23/kihonkeikaku_202006henkou.pdf） 

諸 元 

人口 48,369 人 

世帯数 20,088 世帯 

行政区面積 101.06 ㎢ 

都市計画 非線引き都市

計画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年国勢

調査データを記載 

 

取組概要 

・和歌山県海南市では、総合体育館や高速道路 IC に近接する立地を活かし、南海トラフ巨大地震

などの大規模災害時に地域防災拠点（防災関係機関の活動拠点）や応急仮設住宅建設用地として

活用可能になり、日常的には賑わいを呼び込む本市のシンボル公園として、「ここにしかない」

魅力を備えた公園の整備を進めています。 

取組のポイント 

【平常時・災害時の複合的な機能導入】平常

時、大規模災害時の二面性を持つ都市公園とし

て、平常時の防災意識啓発につながる活用方法

も検討されていることから、施設の活用機会が

増大し、賑わいや防災意識のさらなる向上が期

待されます。 

【施設整備後を見据えた役割の整理】基本計画

段階から、大規模災害時の発災直後から復旧・

復興段階に至るまでの役割を整理がなされ、今

後地域防災計画への位置づけも見据えられてお

り、整備後早い時期から防災面での円滑な活用

が期待されます。 

活用事業 

（不明） 

海南市（仮称）中央防災公園 災害時の役割 
（出典：「（仮称）中央防災公園整備基本計画」（海南市、令和 2年 6 月

変更）https://www.city.kainan.lg.jp/material/files/group/23/kih

onkeikaku_202006henkou.pdf） 



 

実践編 1-76 
災害に強いまちづくりガイドライン 

 地震 津波 

基本事項 Ⅳ 事前復興 

  

基本施策 Ⅳ―１ 事前復興まちづくり 

導入メニュー Ⅳ―１―② 事前復興計画の策定 

富士市事前都市復興計画 主体：静岡県富士市 

  

復興まちづくりの目標及び基本方針 
（出典：富士市 HP「事前復興計画 概要版」https://www.city.fuji.shizuoka.jp/machi/c1201/fmervo0000012vz

c-att/rn2ola000000cyzp.pdf） 

諸 元 

人口 245,392 人 

世帯数 97,333 世帯 

行政区面積 244.95 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要 

・富士市において発生が危惧されている南海トラフ巨大地震による被害を想定し、発災後、迅速

かつ着実に復興できるよう、復興の方針や進め方など、復興に向けたまちづくりに関することを

平常時から市民・事業者・行政で共有するため、事前復興の考え方を基に「富士市事前都市復興

計画」を策定しました。 

・計画策定に当たっては、庁内の関係部署で構成される計画策定委員会と学識者や関係団体、市

民委員で構成される計画策定市民懇話会を組織し、検討を進めました。 

取組のポイント 

【事前復興計画策定前の準備】富士市では、職員の理解を得るための「都市の復興を考える勉強

会」の開催、市民の理解を得るための「富士市震災復興シンポジウム」の開催、都市計画マスタ

ープランへの事前復興の取組野位置づけを行って、事前復興計画策定に向けて準備を進めまし

た。 

【行政・市民・事業者の協働】あらかじめ、行政、市民、事業者の３者が、復興に向けた考え

方、復興に向けた進め方・役割を共有し、地域の特性に応じた対策を検討・訓練することで進め

ていくこととしています。 

活用事業 

― 

・富士市 HP「富士市事前復興計画」 https://www.city.fuji.shizuoka.jp/machi/c1201/fmervo0000012vzc.html 



【実践編 1 地震・津波】 

災害に強いまちづくりガイドライン 

実践編 1-77 

 地震 津波 

基本事項 Ⅳ 事前復興 

   

基本施策 Ⅳ―１ 事前復興まちづくり 

導入メニュー Ⅳ―１―③ 企業の事業継続計画(BCP)の策定促進 

田子の浦港周辺 地域防災力向上に向けた取組 主体：静岡県富士市 

 

地域防災力向上セミナーの様子 
（出典：富士市 HP「田子の浦港周辺 地域防災力向上の取組 パンフレット 」

https://www.city.fuji.shizuoka.jp/sangyo/c0305/rn2ola000002mca1-att/rn2ola000002mcdi.pdf） 

諸 元 

人口 245,392 人 

世帯数 97,333 世帯 

行政区面積 244.95 ㎢ 

都市計画 線引き都市計

画区域 

用途地域指定

あり 
※人口・世帯数、行政区域面積は令和 2年

国勢調査データを記載 

 

取組概要 

・田子の浦港は、静岡県東部地域の産業経済を支える物流拠点であり、周辺には多くの企業が立

地しています。南海トラフ巨大地震などの大規模災害の発生した際、早期復旧・復興を図るため

には、平常時からそれぞれの企業が自社の防災対策を進めるとともに、周辺企業とも連携・協力

し、地域として防災力を高めていくことが重要です。 

・富士市では、田子の浦港周辺企業等の連携・協力を推進し地域防災力を向上することを目的

に、関係者協力のもとアンケート調査やセミナー・ワークショップ等を開催しました。 

取組のポイント 

【事業復旧、企業相互の連携の必要性への気づきの創出】セミナーやワークショップ、先駆企業

の防災の取組の見学会を通じて、企業の防災担当者同士が意見交換を行うことで、事業復旧に向

けた取組の必要性や企業間の連携の取組の必要性等の理解が促進されました。 

【田子の浦港地域防災連絡会の発足】地域防災力向上に向け、アンケート調査やセミナーを開催

する中で、平時より企業同士が交流できる場を求める声を多くいただきました。このため、港周

辺に所在する企業や関係者が「顔の見える関係」となり、防災に係る情報共有・意見交換や、合

同訓練等の企画に取り組める枠組みとして令和 2 年 3 月に「田子の浦港地域防災連絡会」が設立

されました。企業相互の自助・共助と連携の取組を推進していきます。 

活用事業 

― 

・富士市 HP「田子の浦港周辺における地域防災力向上への取組について」 

https://www.city.fuji.shizuoka.jp/sangyo/c0305/rn2ola000002mca1.html 
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